
 

 

 

◆ ◇  労働における基本的な原則及び権利  ◇ ◆ 
◆ ◇ (Fundamental principles and rights at work） ◇ ◆ 

 
1998年の総会で採択された「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」のフォローアップ活動の一環と

して、基本的原則及び権利の各分野に関する動的・包括的な概観を提供し、ILOによる支援の効果を評価し、それ

を実行するために必要な内外の資源を動員するために作成される技術協力の行動計画の形式を含み、活動の優先

事項を決定するための基礎を提供することを目的としたグローバル・レポートが2000年から毎年総会に提出されていま

す。昨年までこの報告書は基本的原則及び権利の各分野を一つずつ順番に取り上げていましたが、2010年に行わ

れたフォローアップ手続きの改正を受けて、今年はすべての分野をまとめた報告書が2008年に採択された「公正なグロ

ーバル化のための社会正義に関するILO宣言」のフォローアップ活動の一環である総会における戦略目標の反復討議

用の資料として提出されています。 

 

2008年の宣言は、ディーセント・ワーク(働きがいのある人間らしい仕事）をすべての人に実現するというディーセント・

ワーク課題の普遍性を宣言し、課題を具体的に表現する四つの戦略目標(雇用、社会的保護、社会対話、労働に

おける権利）の不可分性、相互関連性、相互支援性を認め、これに基づく政策の追求を加盟国に求めています。宣

言の附属書で導入された反復討議手続きとは、「各戦略目標に係る、加盟国の多様な現状及びニーズをより良く理

解し、基準関連活動、技術協力、及び事務局の技術的機能や調査機能など、用いることのできるすべての手段を

もって、より効果的に加盟国の現状及びニーズに応え、また、優先事項及び活動計画をそれらに適合させること」を目

的として、各戦略目標について総会で繰り返し討議するフォローアップの仕組みです。5月30日に開幕する今年の総

会における反復討議で取り上げられるのは「労働における基本的な原則及び権利」の戦略目標であり、基本的な原

則及び権利の実現を巡る最近の動向、この分野におけるILO内外の活動をまとめた『Fundamental principles  and  

rights  at  work:  From  commitment  to  action(労働における基本的な原則及び権利：公約から行動へ）』と題す

る討議資料が第6議題報告書として作成されました。条約勧告適用専門家委員会の総合調査も同じテーマを取り

上げており、『Giving  globalization  a  human  face(人間の顔をしたグローバル化に向けて）』と題する第3議題報告

書1B部が総会の基準適用委員会で審議されます。この報告書は、労働における基本的な原則及び権利の一つ一

つについて、関連する条約の内容、加盟国における適用状況、条約未批准国における批准を阻む障害など、法的

観点から詳しい分析を加えています。本トピックでは、これらの報告書をもとに、労働における基本的な原則及び権利

に関する最近の動向をまとめています。 

 

I.労働における基本的な原則及び権利とは 

 

1995年3月にコペンハーゲンで開かれた国連の世界社会開発サミットでは、強制労働・児童労働の禁  止、結社

の自由、団結権・団体交渉権、同一価値労働同一報酬、雇用上の差別の撤廃を含む労働者の基本的な権利の

保護・尊重促進に向けた合意が達成され、関連条約を批准するILOの加盟国はこれらの条約を完全に実行し、未

批准国は関連条約に掲げられている原則を考慮に入れることによって、真に持  続的な経済成長と持続可能な発

展を達成することを通じて労働と雇用の質を高めることが求められました。1996年12月に開かれた世界貿易機関

(WTO）閣僚会議の最終宣言でも国際的に認められた中核的労働基準の遵守があらためて公約されました。このよう

な動きを受けて1998年の第86回ILO総会で採択された「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」は、

基本的な権利として、1）結社の自由と団結権の効果的な承認、2）強制労働の禁止、3）児童労働の実効的な廃

止、4）雇用及び職業における差別の排除、の4原則を明記し、ILOの加盟国はその加盟の事実によって、ILO憲章及

び憲章に附属するフィラデルフィア宣言に規定された権利と原則を承認しており、ILOの目的達成に向けて努力する義

務を引き受けているため、ILO内外で基本的な権利として確認されている諸原則に関わる条約を未批准の場合でも、

その原則を誠実に尊重、促進、実現する義務があると規定しています。 
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ILO事務局長は1995年5月から世界社会開発サミットのフォローアップ活動として、労働者の基本的な権利に関連

する7本(現在は8本）の基本条約について、批准キャンペーンを開始し、未批准国に批准の計画や批准を阻む障害

などについて尋ねるアンケートを送付し、その結果を理事会に提出しています。「労働における基本的原則及び権利

に関するILO宣言」には各原則に関連する基本条約が明記されていませんが、批准キャンペーンの対象である次の7

本の条約を指すことが理事会で確認されました。 

 

1. 1948年の結社の自由及び団結権保護条約(第87号）と1949年の団結権及び団体交渉権条約(第98 号） 

2. 1930年の強制労働条約(第29号）と1957年の強制労働廃止条約(第105号） 

3. 1973年の最低年齢条約(第138号） 

4. 1951年の同一報酬条約(第100号）と1958年の差別待遇(雇用及び職業）条約(第111号） 

 

1999年に採択された最悪の形態の児童労働条約(第182号）が後に児童労働分野の基本条約として加  わり、

基本条約は全部で8本になりました。 

 

II.結社の自由及び団体交渉権の効果的な承認 

 

結社の自由はグローバル化の過程における社会正義の追求に必要不可欠であり、他のすべての基本的な権利と

密接につながっています。1919年に設定されたILO憲章はその前文で結社の自由の原則を、労働者の状況を改善し、

平和を確保する手段の一つに挙げています。1944年に採択され、現在ILO憲章に附属されているフィラデルフィア宣言

も「表現及び結社の自由は、不断の進歩のために欠くことができない」ことを再確認し、これは「この機関の基礎となっ

ている根本原則」の一つであると強調しています。この原則を具体的に表現しているのが、1948年の結社の自由及び

団結権保護条約(第87号）と 

1949年の団結権及び団体交渉権条約(第98号）です。 

 

第87号条約は、「労働者及び使用者は、事前の許可を受けることなしに、自ら選択する団体を設立し、その団体

の規約に従うことのみを条件としてこれに加入する権利をいかなる差別もなしに有する」と規定しています。この保障は

船員、農業労働者、移民労働者、家事労働者、見習い研修生、下請け労働者、従属労働者、輸出加工区やイ

ンフォーマル経済で働く労働者、独立自営の労働者を含み、官民両部門のすべての労働者及び使用者に適用され

ます。この権利はまた、とりわけ、人種、国籍、性別、婚姻上の身分、年齢、職業、政治的意見・活動などに関わる

何らの差別も区別も受けずに法及び慣行の両方で保障されなくてはなりません。第87号条約はさらに、第一次レベル

の団体を設立し、それに加入する労働者の権利を認めるに留まらず、そのような団体がより高いレベルの団体を設立

する権利も認め、第一次レベルの団体に認められているのと同じ権利を享受すべきとしています。この原則の唯一の

例外として、この条約に規定する保障を軍隊及び警察に適用する範囲は、加盟国が国内法令で定めることを許して

います。 

 

団結権と団体交渉権は結社の自由を補足するものとして、他の基本的な権利と絡み合っています。団体交渉を

世界中で促進することはILOの中心的な使命の一つです。この使命はILOの厳粛な義務として、「団体交渉権の実

効的な承認などを達成するための計画を世界の諸国間において促進すること」   を認めるフィラデルフィア宣言によって

定められており、5年後に採択された第98号条約にこの原則が掲げられました。第87号条約の幾つかの側面を補足す

るために採択された第98号条約には次の三つの主な目的があります。 

 

1.雇用関係の終了を含み、就職時及び雇用過程の両方において反組合的な差別待遇行為からの保護 

2.労使団体の内部事務に対する干渉行為からの保護 

3.団体交渉の促進 

 

反組合的な差別行為や干渉行為は第87号条約の定める結社の自由と保障、さらにその結果としての団   体交

渉の実際上の否定につながる可能性があるため、これらの行為に対して労働者及び労働組合指導者を保護すること



 

は結社の自由の必要不可欠な一面です。団体交渉は19世紀末以降発達した最も有用で中 心的な制度の一つで

あり、労使団体間の強力な対話の手段として、公正で公平な労働条件その他の利益   の確立に寄与し、したがって

社会平和に寄与します。さらに、労働者の流動性計画に加え、経済危機や不可抗力の場合の調整過程においては

特に、具体的な問題の解決に向けた手続きを定め、労働争議を予防する基礎を提供します。第98号条約の中心

的な要素は次の通りです。 

 

1.当事者の独立及び自治並びに自由で自主的な交渉の原則 

2.様々な交渉制度の中で、労使交渉に対する公の機関の何らかの可能な干渉を最低限に減らす努力  を尽くすこと 

3.交渉の当事者として使用者及びその団体、そして労働組合を優先させること 

 

第98号条約はその業務が必要不可欠であるか否かに関わりなく、官民両部門のすべての労働者及び使用者とそ

れぞれの団体を対象としています。唯一除外が許されているのは軍隊と警察、そして国の行政に従事する公務員です。 

 

後に、第98号条約を補足するものとして、1978年の労働関係(公務）条約(第151号）と1981年の団体交渉条約

(第154号）が採択されています。 

 

2.1.主な動向 

 

個々の権益を自由に擁護し、集団的に交渉するために、自らが選択した団体を設立し、それに加入するすべての

労使の権利はディーセント・ワークの必要不可欠な基盤であり、民主主義の重要な柱です。この特別な地位は2008

年の社会正義宣言で確認されたものの、この原則と権利が普遍的に適用されていることを意味するものではありませ

ん。この権利の認識と保護、それが行使される範囲のいずれにおいても近年は進歩と後退が混在する動向が示され

ています。 

 

a.結社の自由と市民的自由 

 

市民的自由が尊重されない状況下で結社の自由を十分に行使することはできません。これは独立組織の存在ま

たはその活動を許さない政治体制下の場合を中心に、基本的な市民的自由と民主的自由が幅広く否定されている

状況下では、労使はしばしば自らの基本的な権利が一切否定される現状に直面することを意味します。つい最近ま

での中南米、中・東欧、アフリカの例に見られるように、ILOの歴史 は、そのような自由に向けた闘争が民主化プロセス

といかに密接に関連しており、その遵守状況における大幅な進展が政治の転換プロセスといかに手を携えて進むかを

示しています。今日の焦点はアラブ世界に移行し、2011年年初にチュニジアで始まった歴史的な変化が新しい大きな

機会を開きました。エジプトでは事実上、数十年にわたって法によって課されてきた単一労働組合制という制限が廃さ

れ、初めての独立組織の登録が進んでおり、内閣の承認を得た新労働組合法が公布を待っています。リビアは批准

条約に沿った新たな労使関係制度を構築するという課題、戦災国のイラクは単一組合制の制限を撤去するという課

題にそれぞれ直面しています。 

 

単一労働組合制の制限は今ではその数は少なくなったもののなおもすべての大陸に見られ、非常に多くの労働者

から自ら選択した団体を結成する権利を奪っています。それより少ない数ながら、あらゆる形態の真の労働者団体が

禁止されている国もあります。2010年2月にオマーン労働組合総連盟の設立を実現させた命令はそのような状況の一

つに終止符を打ちました。ミャンマーで大規模な政治変革を背景に2011年末に労働者団体に関する新法が導入さ

れたことは、同じような進展が達成される展望を新たに開いています。 

 

法律が組織化を制限していなくても暴力と威嚇が同じ結果をもたらす可能性もあります。国際労働組合総連合

(ITUC）の記録によれば2010年に世界全体で90人の組合員が殺害されています。これは過去の水準よりはずいぶん

減ったものの、この5年間は高止まりの状態が続いています。しかし、最も状況がひどかった国の幾つかがこのような犯

罪に決然と立ち向かう状況が生まれています。コロンビア政府は脅迫や暴力から労働組合活動家を保護し、そのよう

な暴力の加害者が処罰されない状態を終結させることが必要不可欠であることを認め、捜査と加害責任者の訴追の



 

ための資金・資源を増大させました。フィリピン政府も加害者の処罰を確保することを目的に労働組合活動家に対す

る暴力事件の申し立てを調査する政労使三者構成の全国的監視機関を設立したほか、暴力のない風土が達成さ

れるよう、軍隊との声明書を署名し、労働者の権利の促進・保護に向けた集団的な共同努力を約するなど啓発活

動に   乗り出しました。 

 

b.特定の種類の労働者の除外：前 有望なが も見られるが、外然 望が続く 

 

結社の自由はすべての労使の普遍的な権利であるにもかかわらず、外然として相当数の国で特定の人々が団結

権・団体交渉権を部分的にまたは完全に否定されています。とりわけ、公務労働者、農業労働者、輸出加工区の

労働者、非正規を中心とした移民労働者、家事労働者、自営業者がこれらの集団に該当します。2011年に家事

労働者に関するILO基準が総会で採択されてからこれらの労働者については幾つかの国で前   有望なが   が講じら

れました。 

 

c.反組合的差別と国家の干渉からの適切な保護：多くのと 、いくらかの進展 

 

実効的な予防・処罰が講じられない限り、実際の反組合的差別またはそのように認識される行為は、  何らかの有

意義な結社の自由の行使を効果のないものと化す可能性があります。反組合的差別行為の頻度とそれに対する保

護が不十分なことは常にと の種であり、2007-11年に理事会の結社の自由委員会に申し立てられた全案件の24%を

占めています。法律規定が不適切であるため、あるいは労働監督署と労働裁判所が事件を迅速かつ効果的に処理

する手段がないか訓練を受けていないためのいずれかによって、あまりにも多くの仕事の世界の関係者が組織化または

積極的な行動が否定的な結果を招く危険にさ らされています。しかしながら、より迅速でより効果的な差別からの保

護を確保するために結社の自由  の侵害申し立てに関わる特別手続きを設定し、労働争議の解決に向けた仕組み

を改革中の国々を中心に   重要なイニシアチブが取られつつあります。 

 

d.結社の自由と団体交渉の実際 

 

結社の自由の原則と権利に関する動向をそれが実際に行使されている程度の点から眺めることは有益です。この

点での主要なデータは労組組織率と団体交渉適用率ですが、得られる経済協力開発機構(O 

ECD）加盟国のデータからは過去10年間に賃金生活者に占める労働組合加入者の割合が相当数の国で 

低下したことが示されています。高所得国、特に複数の使用者が関与する交渉が全国または産業部門レベルで行わ

れており、労働協約を締結組合員以外にも拡大する慣行が存在するところでは、団体交渉適用率が労働組合組

織率より高くなる傾向があります。主として規制緩和、交渉単位の分権化、団体交渉を支える公共政策の引き下げ

によって団体交渉適用率が下がった国もあるもののそれ以外の国では比較的安定しており、アルゼンチンやウルグアイ

など新たに活発化した国さえあります。 

 

 上国の労働組合員数の動向に関するデータは乏しいものの、統計が得られる国については、分母を賃金労働者

にするかインフォーマル経済の自営労働者を含む全労働力にするかで労働組合組織率と団体交渉適用率の数値は

大きく異なります。多くの国で見られる大規模なインフォーマル経済の存在は労働協約の潜在的な対象範囲を相当

に低下させることになっています。 

 

e.危機時の結社の自由と団体交渉 

 

現下の危機の開始は、グローバル化から生じた競争圧力増大の中で既にますます注目を集めるようになっていた複

数の重要な政策問題に光を当てる効果がありました。これはとりわけ団体交渉の経済的な結果とその企業成績及び

所得分配に対する影響に焦点を当て、交渉の適切な中央集権度合いや協約拡大の利点といった事項を取り上げ

ました。こういった問題はすべて、団体交渉の効果的な行使を促進する加盟国の義務と任意性というその固有の性

格に照らし合わせて見る必要があります。 

 



 

団体交渉は多くの国で交渉による危機対応の重要な要素となることが立証され、使用者と労働組合は時に国家

の支援を受けつつ、団体交渉を通じて短期的なコスト削減を助け、短時間労働や一時帰休を通じて雇用を救い、

収入を保護する協約を交渉することができました。対象範囲が相当規模に及ぶ、うまく調整を図った団体交渉が達

成されている国では、この景気対策効果が均衡ある回復を促進する助けになりました。複数の国で団体交渉機構は、

景気下降に対するより迅速かつ柔軟な調整を円滑化すると同時にその雇用面での一部マイナス効果の緩和に寄与

しました。公共政策は例えば労働協約の範囲拡大などを通じて、交渉による解決策を支え、賃下げ競争を予防する

上で重要な役割を果たしました。 

 

対照的に、米国に加えギリシャ、ポルトガル、ルーマニアなど複数の欧州諸国で、確立された団体交渉制度と労働

協約が見直しの対象になり、幾つかの改革は相当規模にわたる交渉範囲の制限を伴いました。この点で特に注目さ

れているのは公共部門です。財政支援の提供を通じて国際通貨基金(IMF）などの国際機関がこのようなプロセスに

関与している場合には、労働における基本的な原則及び権利の完全無欠な状態を確保するためILOとの協力が明

らかに重要であると言えます。 

 

2.2.適用上の困難と未批准の理由 

 

第87号条約の適用範囲に関わる主たる 望は、軍隊と警察について認められている除外、より一般的には公務員

その他特定の種類の労働者への条約の適用に関して示されています。ILOの基準適用監視機構は消防職員、刑務

所職員、治安判事、教員に対するこの条約の適用についても特別の注意をもって見守っています。インフォーマル経

済の労働者、移民労働者、家事労働者、輸出加工区の労働者、さら に雇用関係が偽装された労働者についても

同じことが言えます。 

 

第98号条約でも軍隊及び警察に適用される範囲は国内法令で決めることができます。しかし、条約勧告適用専

門家委員会は、軍属は条約の定める権利と保障を享受すべきとし、同様に職務の過程で銃を携帯  する警察や軍

隊の所属者でない従業員を自動的に条約の適用範囲外にすることはできないとの意見を示しています。第98号条約

は特定の種類の公務員を適用範囲外にしていますが、この制限は第87号条約が公務員に保障する権利には触れ

ていません。この点で、第98号条約は「この条約は、公務員の地位を取り扱うものではなく、また、その権利または分

限に影響を及ぼすものと解してはならない」と規定しています。しかしながら、国家レベルの公務員の概 は多様に解釈

できるため、条約勧告適用専門家委員会はただの「公務員」と訳せるフランス語の条文ではなく、「国の行政に従事

する公務員」という英語の条文に則り、厳格に解釈する手法を採っており、公的権限の内容である特権に関わる基

準に照らし合わせて案件ごとに決定することとしています。 

 

2011年12月31日現在、第87号条約の批准国は150カ国、第98号条約の批准国は160カ国と基本条約の中では

批准が最も進んでいません(日本はどちらも批准）。ただし、この両条約を未批准の国の場合でも労使団体はその国

について理事会の結社の自由委員会に結社の自由原則の侵害を申し立てることができます。 

 

未批准の理由は様々ですが、例えば、どちらの条約も批准が  望とする韓国は国内法の一部の規定が条約に適

合していないことを挙げ、ニュージーランドは同情ストライキや一般的な社会・経済問題に関するストライキに対する法

律上の罰則を許さないILO法理の存在を第87号条約未批准の理由としています。一方、アフガニスタンやアラブ首長

国連邦などは批准プロセスを支援する技術援助を要請しています。ソマリアは和平プロセスが新法の制定を可能にす

れば、基本条約の批准が可能になろうと回答しています。イランは批准の素地を作るため、ILO及び社会的パートナー

と協力して労働法の改正を検討しています。米国は、連邦の法制・慣行は一般的に両条約に合っているように見える

ものの幾つかの課題が残っていることを示しています。 

 

III.あらゆる形態の強制労働の禁止 

 

強制労働または義務的労働からの自由は正義の達成、そしてその権利及び自由とのつながりの点で極めて重要

です。これは結社の自由と団体交渉権によって前進を果たし、子どものような脆弱な集団を搾取や奴隷化、商品とし



 

て利用されることから保護する上で大いに関連があり、その普遍性はすべての  人々に関連した差別禁止原則につな

ぎ止められています。強制労働からの自由はディーセント・ワーク概 の礎石であり、ILOの権限の枠内にある最も基本

的な人権の一つです。 

 

このテーマを扱う基本条約は1930年の強制労働条約(第29号）と1957年の強制労働廃止条約(第105 号）です。

この二つの条約は労働の性質やそれが遂行される活動部門にかかわりなく、人がすべてに強制労働からの自由を保

障することを目指しています。第29号条約と第105号条約は実効的に補足し合っており、その同時適用によってあらゆ

る形態の強制労働の全廃に寄与することになるでしょう。この二つの条約は特定の種類の労働者を除外することによ

って適用範囲を制限する規定を含んでおらず、批准国の全国民を保護するように設計されています。 

 

第29号条約は強制労働を「ある者が処罰の脅威の下で強制され、また、その者が、自ら任意に申し出たのでない一

切の労務」と定義した上で、以下をこの定義から除外されるものとしています。 

 

1.純然たる軍事的性質の作業に対し強制兵役法によって強制される労務 

2.国民の通常の市民的義務を構成する労働 

3.裁判所の判決の結果として強要される労務 

4.緊急の場合、例えば戦争、あるいは火災、洪水、飢饉、地震、猛烈な流行病その他のような災害またはそのおそれ

のある場合に強要される労務 

5. 軽易な地域社会の労務であって通常の市民的義務と認められる労務 

 

一方、第105号条約は、以下の手段、制裁または方法としてのすべての種類の強制労働を廃止し、これを利用し

ないことを約束するよう批准国に求めています。 

 

1. 政治的な圧制もしくは教育の手段、または政治的な見解もしくは既存の政治的・社会的もしくは経済的制度に

思想的に反対する見解を抱き、もしくは発表することに対する制裁 

2. 経済的発展の目的のために、労働力を動員し利用する方法 

3. 労働規律の手段 

4. ストライキに参加したことに対する制裁 

5. 人種的・社会的・国民的または宗教的差別待遇の手段 

 

3.1.主な動向 

 

a.強制労働の規模 

 

2005年のILOの推計では、強制労働の被害者は世界全体で少なくとも1問230万人に達し、うち980万人余りが民

間経済に従事していたとされます。性的搾取及び労働搾取目的での人身取引による不法利益は年間約320億ドル

に達し、一方で強制労働の被害者に支払われなかった賃金などの逸失所得額は毎年少なくとも210億ドルに達して

いると推計されます。ILOでは現在、今年6月の総会を目指して新しい推計を準備中ですが、これまでに得られた情報

からは国が労働を強制するケースは減ったものの民間経済における強制労働は逆に増えているかもしれないことを推

測させる結果が示されています。国内移動または国境を越えての移動に関連した報告件数も増えてきています。 

 

信頼のおける国内統計の不足が対象を定めた効果的な政策設計の障害になっています。把握された強制労働・

人身取引被害者データの収集・保存は進んでいるものの、これは氷山の一角に過ぎず、2005年以降に実施された複

数の国内パイロット調査からは報告件数は強制労働件数全体の1%強に過ぎないことが確認されています。同時に、

強制労働は特定の地域や経済部門の間隙に集中していることが示されており、これは対象を定めた効果的な政策と

十分な資金・資源があれば強制労働の撤廃は近い将来達成可能な目標であることを推測させます。 

 

世界経済危機が強制労働の規模と性格に与えた影響を評価できる確固たる証拠はまだ得られませんが、危機が



 

きっかけになって、強制労働の危険にさらされている可能性がある集団に対する、ようやく獲得された防止、支援、再

統合サービスが政府に切り下げられるおそれがあります。 

 

b.新たな法制整備と不十分な施行 

 

今年の総合調査報告書では、生産・奉仕目的、政治的な圧制または教育の手段、あるいは政治的な見  解を

抱いたこともしくは表明したこと、各種労働規律違反、ストライキへの参加に対する制裁としての労働の強制を許して

いた幾つかの法規定が最近廃止・改正されたことが記されていますが、生産・奉仕目的または制裁として国が直接強

制労働を課す事例はまだ見られます。南スーダンなど幾つかの国では最近進展があったものの、武力紛争の過程で

男女・子どもが誘拐される事件が外然見られます。ILOの古くからの粘り強い取り組みにもかかわらず、ミャンマーでは

外然として国家当局と軍による労働の強制がと を引き起こしています。 

 

強制労働や人身取引の犯罪を法でより包括的に網羅する方向に向かう傾向は続いており、複数の国が刑法を改

正したり、特別の反人身取引法または強制労働法を成立させています。2009年に国連薬物犯罪事務所(UNODC）

から出された報告書によれば検討された150カ国中125カ国で人身取引に反対する法が制定されているとされ、2003

年のパレルモ議定書発効後この速度は特に高まったとされています。 ただし、性的搾取のための子どもの人身取引な

ど特定の形態の人身取引にまだ対象を限定している法も あります。 

 

2009年の強制労働に関するグローバル・レポート発行後、中東及び湾岸協力会議諸国では相当の進歩   が達成さ

れ、ほとんどすべての国が今では人身取引を犯罪と認めています。2011年4月に新たに発効した欧州連合(EU）指令

は他の形態の搾取に加え、強制物乞いを犯罪としています。また、最も重要なこととして、人身取引の被害児童に対

する具体的な保護が を含み、被害者の保護に向けた基準を引き上げています。マレーシアの2007年反人身取引法

(2010年改正）や強制労働に対する罰則を強化し、強制労働目的での人の募集や輸送を新たに犯罪とした中国の

刑法第244条の改正など、アジアでも複数の法律が新規に制定または改正されました。 

 

しかし、法律の整備は進み、国際的な関心も高まっているのに対し、強制労働犯罪の起訴の点ではほとんど進展

がないように見えます。低い起訴率を説明する理由として、2009年のグローバル・レポートは例えば、新しい法の多くが

具体的な強制労働の犯罪についてあまり詳しく規定していないことなどを挙げています。反人身取引法は主として性

的搾取関連犯罪の起訴に用いられがちで、労働搾取関連の事件は制裁も軽いか全くない結果になる傾向がありま

す。そこで、例えば英国は特定の強制労働と隷属の罪を2009年検死官・司法官法の下で規定し、強制労働事件

の起訴に役立たせたとの報告があります。 

 

もう一つの重要な課題は、南アフリカの国家検察当局が委託した包括的な人身取引研究によって光が当てられた

ように強制労働の報告件数が一般に低いことです。十分に宣伝された保護が がない場合、強制労働のほとんどの被

害者が搾取者を当局に告発することはありません。法執行機関、労働組合、その他の行動主体が職場における強

制労働事件を明らかにする助けになるよう強制労働犯罪の実務指標が必要です。この種の指標は現在、労働監督

官、警察、その他の法執行機関にますます用いられるようになってきていますが、被害者の早期発見を促進し、後から

の対応ではなく先行対策的な法の執行を支援するためにはさらなる訓練と啓発活動が要請されます。 

 

近代的な強制労働の性格に関するILOその他の機関による調査研究からは、搾取は連続性をもち、その中で幾つ

かの事例は刑法の下で求められている高い証拠基準を満たさないことが明らかにされました。したがって、搾取から虐

待に至る一つながりの連続体に全体として取り組み、強制労働に発展する搾取的な労働慣行を予防するためにも

労働司法と刑事司法の組み合わせが求められます。主として刑事司法を通じて人身売買に取り組むと、強制労働の

被害者の場合には「人身取引」の被害者であると立証することができないかもしれないため、必要な保護が損なわれ

る危険性があります。 

 

3.2.適用上の困難と未批准の理由 

 



 

強制労働の撤廃においてはこの数十年間で目に見える進歩が達成されたものの、外然として強制労働条約の実

効的な適用における問題を抱えている国があります。今でもなお生産または奉仕の目的のため 

(例えば、徴兵された兵士の非軍事目的の作業での利用、非常事態以外でも労働力を召集できる権限、公務や不

可欠業務などを中心に見られる労働者が自らの雇用を終了できる自由の制限など、様々な種が 

の国民の奉仕義務）、あるいは処罰として(例えば、民間事業主体における既決囚の採用または民間事業主体の管

理下に かれた既決囚など）国が直接課している様々な形態の強制労働が存在します。強制 

労働を伴う制裁によって表現の自由が制限されている例も存在します。公務員または船員の様々な労働規律違反、

あるいはストライキ参加に対しても同じような制裁が課される場合があります。 

 

多くの国が強制労働を禁止する憲法・法律規定を採用しているにもかかわらず、実際の適用上の様々な問題がな

おも多くの国で見られます。時に武力紛争の過程での男女・子どもの誘拐に関連した奴隷制の名残や奴隷に似た慣

行がなおも残っている国や性的搾取・労働搾取の目的での人身取引や債務奴隷制  の落とし穴に捕らえられている

人の例も存在します。 

 

2011年12月31日現在、第29号条約の批准国は175カ国、第105号条約は169カ国と、基本条約の中では 最も

幅広く批准されています(日本は第105号条約を未批准）。第29号条約について、兵役法に基づいて課される補足兵

役が任意のものではなく、純粋に軍事的な性格の労働ではないなどとする韓国や条約規定の徹底分析がすんでいな

いとする米国は近い将来の批准を予定していません。韓国は一方で、検討段階にある刑法の改正がすめば条約規

定とのさらなる整合性が図られることを挙げて第105号条約については批准の意思を示しています。ILOの技術支援を

求めている東チモールや国内法制の調整を進めているベトナムも第105号条約批准の見通しを挙げています。日本は

第105号条約を批准していませんが、批准を阻む 望として、条約の禁止する強制労働慣行の正確な範囲の解釈が

十分明確でなく、関連する国内法制と条約規定のさらなる調査が必要なことを挙げてします。マレーシアも投獄中に

遂行される労働が条約の適用確保に与える影響に関する政府とILO監視機構の解釈の違いを第105号条約の批

准を阻む要因に挙げています。 

 

IV.児童労働の実効的な廃止 

 

児童労働の撤廃はILOの創立以来の懸念事項であり、1919年の第1回総会で既に児童を経済的搾取から保護

する必要性を認識した出席者は1919年の最低年齢(工業）条約(第5号）として、工業における就労の最低年齢を規

制する最初のILO基準を採択しました。この分野の中心的な条約である1973年の最低年齢条約(第138号）が採択

される前は就業の最低年齢に関する条約は特定の産業部門ごとに制定されていました。部門ごとの取り組みはそれ

なりの利点があったものの若年者の労働を規制するには断片的な取り組みにとどまっていたため、すべての部門の児童

の安寧を促進する協調的な国際行動のために新しい文書が開発されました。 

 

第138号条約の第一義的な目的は、「児童労働の実効的な廃止を確保すること及び就業が認められるための最

低年齢を年少者の心身の十分な発達が確保される水準まで漸進的に引き上げることを目的とする国内政策の遂行」

です。さらに、子どもが学校に通えるよう保護し、子どもに許される経済活動の種が(及びそのような労働の適切な条

件）を規制し、その健康・安全・道徳を保護することを目指しています。第138号条約は、この分野のもう一つの基本

条約である1999年の最悪の形態の児童労働条約(第182号）と共に、児童労働の撤廃に向けた最も権威ある国際

的な規範枠組みを構成しています。 

 

第138号条約は就業の最低年齢を義務教育終了年齢と定め、いかなる場合も15歳を下回ってはならないと規定

しています。ただし、 上国の場合は、さしあたり14歳とすることも認められています。軽易労働については、一定の条件

の下に、13歳以上15歳未満の者の就業を認めることを許す一方で( 上国の場合には12歳以上14歳未満）、子ども

の健康、安全、道徳を損なうおそれのある就業については、最低年齢を18歳に引き上げています。第138号条約は原

則としてすべての経済活動部門とあらゆる形態の就業・労働に適用されますが、限られた種類の労働者や特定の経

済部門を適用範囲から除外することもできます。第4条では、「権限のある機関は、必要な限りにおいて、関係のある

労使団体と協議の上、特殊かつ実質的な適用上の問題が生じる限られた種類の業務についてこの条約を適用しな



 

いことができる」と規定されています。第5条では「経済及び行政機関が十分に発達していない加盟国は、関係のある

労使団体と協議した上で、条約の適用範囲を当面限定することができる」と規定した上で、最低限、鉱業及び土石

採取業、製造業、建設業、電気事業・ガス事業及び水道事業、衛生事業、運輸業・倉庫業 及び通信業、農園

及び主として商業的目的のための生産を行う農業的企業(家族的及び小規模な企業で   あって、地元における消

費のための生産を行うもの及び労働者の常時の使用を伴わないものを除く）には条約を適用すべきことを定めています。

演劇などへの出演については、就業禁止の例外を認められるとし、一般教育、職業教育または専門教育のための学

校その他の訓練施設等における労働には条約は適用されないものとします。 

 

最悪の形態の児童労働の撤廃は普遍的な絶対不変の道徳規範です。これは他の基本的な権利にも関係する

問題で、例えば、結社の自由と団体交渉は最悪の形態の児童労働に取り組む参加型の手法を円滑化  する上で

中心的な位 を占め、すべての人々を包含する保護を提供する差別禁止と平等の原則があれば取り組みはさらに進

みます。また、強制労働にも等しい形態の児童労働もあります。1999年の総会で第182号条約が満場一致で採択さ

れたことは、ある種の形態の児童労働はその禁止に向けた緊急かつ即時の行動を要請することへのILO加盟国政労

使の合意と誓約を反映しています。第182号条約は、国の発展水準や状況にかかわらず、批准国は最悪の形態の

児童労働を許してはならないとし、18歳未満のすべての子どもを対象に、最悪の形態の児童労働として以下の四つを

挙げています。このうち、(iv)は関係する労使と協議の上、具体的な種類は各国が決定することになっています。 

 

1. 児童の売買及び取引、負債による奴隷及び農奴、強制労働(武力紛争において使用するための児童の強制的

な徴集を含む）等のあらゆる形態の奴隷制制度またはこれに類する慣行 

2. 売春、ポルノの製造またはわいせつな演技のために児童を使用し、斡旋し、または提供すること 

3. 不正な活動、特に関連する国際条約に定義された薬物の生産及び取引のために児童を使用し、斡旋し、または

提供すること 

4. 児童の健康、安全もしくは道徳を害するおそれのある性質を有する業務またはそのような恐れのある状況下で行

われる業務 

 

 

そして、「この条約を批准する加盟国は、緊急に処理を要する事項として、最悪の形態の児童労働の  禁止及び

撤廃を確保するため即時のかつ効果的なが   をとる」ことを求め、法による禁止に留まらず、実際の撤廃に向けたが 

を講じることを求めています。この条約は事業計画による取り組みに中心的な重要性を いている点に特色があり、条

約の採択に伴って多くの加盟国が最悪の形態の児童労働を優先事項の一つとして撤廃する行動計画を策定・実行

するに至り、2006-09年の期間でこの数は90以上に上っています。さらに、第182号条約の包括的な取り組みに沿って、

加盟国は児童労働の撤廃における教育の重要性を考慮に入れて、定められた期限までに最悪の形態の児童労働

に取り組む効果的なが をとることが求められています。批准国が条約の義務を履行するのを支援するためにILOの児

童労働撤廃国際計画(IPEC）が開発した期限付きプログラムは通常5年から15年といった一定の期間内に児童労働

に対する行動を国の開発努力と結び付け、貧    撲滅や普遍的基礎教育・社会的動員の促進に向けた経済・社会

政策に特に重点を き、児童労働の根本原因に取り組む、最悪の形態の児童労働の予防・撤廃のための調整を図

った総合的な事業計画と政策の組み合わせで構成されています。 

 

4.1.主な動向 

 

a.児童労働に関するデータ 

 

子どもが行うすべての労働が児童労働というわけではなく、特定の年齢集団の子どもについて禁止されている労働のこ

とを指します。 

児童労働に関する2010年のグローバル・レポートは児童労働に従事する子どもの数は全体として過去10年にわたって

減り続けていることを強調しましたが、低下速度が鈍くなり、この傾向が続けばILOが掲げる2016年までに最悪の形態

の児童労働を撤廃するという目標は達成できないだろうと記しています。報告書は2008年のデータとして、世界全体

で約3億600万人の子ども(5-17歳）が働いているとした上で、その約7割の2億1問500万人が児童労働に従事してお



 

り、うち1億1問500万人が危険有害労働に従事していたと推計しています。2000-08年の期間で児童労働者の数は

世界全体で3問000万人減り5-17歳の子どもの中で児童労働に従事している子どもの割合を意味する児童労働発

生率は16%から13.6%に低下したとしています。最悪の形態の児童労働の圧倒的多数を占める危険有害労働従事

者を代用して示すとすると、最悪の形態の児童労働に従事する子どもの数は2000年に1億7問100万人でしたが

2008年には1億1問500万人に低下しています。児童労働者全体も危険有害労働従事者も期間後半になると減少

スピードが落ちています。危険有害労働に従事する子どもの中で5-14歳のより年少の子どもの数は急減し、2000年

に1億1問130万人だったのが2008年には5問300万人と半減しています。対照的に、2004-08年の期間に、危険有害

労働に従事する15-17歳の年齢集団の子どもは男子を中心に2割増えています(5問190万人→6問240万人）。 

 

地域別で見ると、児童労働者数減少の点で最も進展があったのは中南米とアジアですが進歩に取り残された国も

幾つかあり、サハラ以南アフリカでは増えています。絶対数で見ると5-17歳の児童労働者の数が最も多いのはアジア

太平洋(1億1問360万人）で、対してサハラ以南アフリカは6問510万人、中南米・カリブは1問410万人と推計されます。

一方、児童労働の発生率が最も高いのはサハラ以南アフリカで、4人に1人の子どもが働いています。 

 

児童労働の産業部門別分布データからは経時的な変化がほとんどないことが推測されます。世界の児童労働者

の6割が農業部門(危険有害労働が最も多い部門）で働き、26%がサービス部門、7%が工業と、児童労働は外然とし

て主として農山漁村の問題になっています。農業における進歩が鈍いのはこの部門の子どもに到達するのが 望なこと

も一部にあります。児童労働者の大多数(68%）が無給の家族従業者です。 

 

データを収集する国は増えているものの、まだ児童労働問題を抱えながら信頼のおけるデータがない国もあります。

ILOでは2013年に児童労働の規模に関する新たな推計を出す予定です。 

 

b.児童労働をなくすための政策 

 

児童労働をなくす効果的な政策手法と子どもを労働から引き離して学校に通わせる戦略の策定・実行に相当の

注意が払われ、加盟国や社会的パートナーは重要な成果を達成し、児童労働の取り組みに向けた強い政治的な

公約を行いました。貧 と児童労働は密接につながっていることに鑑み、児童労働をなくすための政策は一般に国の貧 

削減計画、事業計画、戦略と整合させて実行されています。実際、児童労働をなくすための最も効果的な政策は貧 

と社会的排除の削減に向けた取り組みと組み合わされています。より孤立させたが は児童労働が実際に撤廃できる

ことを示すことによって取り組み姿勢に相当の影響を与えられる可能性があるものの、統合的なイニシアチブまたは児

童労働を主流に据えたイニシアチブほど持続可能でない傾向があります。 

 

最悪の形態の児童労働に関しては多くの国が子どもの危険有害労働従事を禁じる法律を制定し、期限付きの効

果的なが の実行においては相当の進歩が達成されましたが、とりわけインフォーマル経済、家事労働、農業に関連し

た法の適用範囲にしばしば欠けている部分が残っています。危険有害労働に従事している年長の子どもたち(15-17

歳層）に関連した支援サービス、保護が 、法の執行は限定的です。この点で、子どもに禁止されている危険で有害な

種類の仕事の国内リストの決定は重要な一歩となり、これは国の労働安全衛生に関する計画や制度の枠内で実行

されるべきです。 

 

強制労働・債務奴隷労働被害者全体の約半分に相当するおよそ570万人の子どもが強制労働・債務奴  隷労

働に従事しています。子どもの債務奴隷労働は国内法で禁止されていますが、問題は実際上残っています。子ども

はまた家事労働の過程での強制労働や学校制度内での義務的労働(例えば、西アフリカの幾つかの国で見られるコ

ーラン学校で学ぶ生徒が教導師によって一種の托鉢活動に従事させられる例など）に特に影響を受けています。大多

数の国が兵役の最低年齢を18歳と定めているにもかかわらず、国軍や不法な武力集団に徴集されたり、参加を強制

されてもいます。ほとんどの該当国で進展が見られたものの、元児童兵士の社会への再統合は外然として最大の課

題になっています。児童売春や児童ポルノを禁止する法を成立させ、子ども買春旅行をなくすが を講じる国も増えて

きています。にもかかわらず、18歳未満の子どもの商業的性的搾取は複数の国で外然として深刻なと 事項であり、

子ども買春旅行をなくす法の執行はこの犯罪の国家横断的な性格も一因となって 望です。複数の国が不正な活動、



 

とりわけ薬物取引への子どもの関与を防止する法制その他のが を採用しました。不正な活動の誘惑に特に弱いストリ

ート・チルドレンの状況に取り組む具体的なが がほとんどの関係国で採用されています。しかしながら、これらのが  の

幾つかは外然として不十分で、被害児童のリハビリテーションと社会再統合の確保に失敗しています。 

 

すべての子どもに無償の義務基礎教育を確保する必要性についての世界規模のコンセンサスに照らし合わせ、近

年、現金支給計画など、無償教育と教育機会の提供に向けたが が強められ、初等学校と中等学校の両方のレベ

ルで就学率の上昇を招いています。しかしながら、基礎教育が無償でない国も多くあります。ほとんどの国は義務教育

終了年齢と就業の最低年齢を調和させる規則を制定しているものの、多くの国が脆弱な人口集団出身の子どもや

最悪の形態の児童労働から引き離された子どもの場合を中心に基礎教育終了まで生徒を定着させる上で大きな課

題に直面しています。進展は達成されたものの、2015年までにすべての児童に初等教育を達成するという目標を世界

が達成できる可能性は低く、初等教育を終了し、就業の最低年齢に達していないすべての児童に中等教育または

職業訓練を提供する目標はさらに一層遠くなっています。これは若者に対するディーセント・ワークの提供に加え、児

童労働撤廃の深刻な障害になっています。 

 

相当数の国が最悪の形態の児童労働の撤廃に向けたが を講じ、支援を提供し、国際・地域・二国間レベルで協

定を締結しています。とりわけ、子どもの売買、人身取引、商業的性的搾取の撲滅に国々が共同で行動に従事する

世界的な傾向が生まれつつあります。 

 

世界危機はその影響が最も激しかった国において児童労働削減に向けた進展の速度を鈍らせ、さらには反転させ

る可能性さえあります。経験的な証拠はゆっくりとしか得られないため、影響をより正確に評価するためには危機関連

の幅広いデータが必要です。 

 

4.2.適用上の困難と未批准の理由 

 

多くの国で条約を実行する法律は公式の雇用関係にしか適用されておらず、請負労働者として働く子  どもやイン

フォーマル経済で働く子ども、無給で働く子どもなどは法規定の適用対象外になっています。条約に定められる手続き

に則って適用除外を報告せずに家族労働、家事労働、農業労働を除外している国もありますが、このようにして除外

されている活動にこそ児童労働者の大半が従事している場合 が多く、この除外が重要な意味を持つこともあります。

世界全体の5-17歳の児童労働者の中で有償雇用に従事しているのはわずかに21%に過ぎないと推計されています。

全体の3分の2が無給の家族労働 に従事し、残りの5%は自己勘定で請負労働者として働いています。さらに、法律

から除外されている   経済部門は多くの場合、労働監督を通じた監視が特に望しい部門であり、これはこういった部

門で働く子どもがほとんど保護されていないことを意味します。 

 

第182号条約の適用範囲における 望は、一般に、最悪の形態の児童労働は禁止されているものの条約に明記さ

れているすべての活動が入っていないか、18歳未満のすべての子どもが対象になっていない場合に発生します。また、

児童ポルノの配布や所持は禁止していてもそれを作るための子どもの利用を禁止していない法律や未成年者への薬

物供給を禁止してはいても薬物の生産・取引に子どもを使用することを禁止していない法律など、最悪の形態の児

童労働に関わる禁止規定は存在していても禁止される活動の肝心な点が取り上げられていない場合もあります。さら

に、人身取引や商業的性的搾取の場合などのように少年と少女を等しく対象としていない場合もあります。 

 

2011年12月31日現在、第138号条約は161カ国、そして第182号条約は最も新しい基本条約であるにも    かか

わらず、174カ国に批准されています(日本はどちらも批准）。批准を阻む障害はまだ複数の国に残り、ニュージーランド

やカナダなど複数の国が国内の法及び慣行は条約の基本目的を満たしているものの、条約の技術的な要件に完全

に適合していない法規定の存在を指摘しています。バングラデシュ、インドなどは国内の社会・経済事情や資源・資金

不足による条約の適用能力の欠如を報告しています。一方で、オーストラリアなど複数の国で条約批准に向けた検

討が進められていると報告されています。 

 

V.雇用及び職業における差別の排除 



 

 

平等と差別禁止はあらゆる人権論議の中心にある概 であるため、この重要性は相当に認識され、受容されていま

す。雇用及び職業上の平等と差別禁止はあらゆる国、あらゆる社会のあらゆる男女が有する基本的な権利と人権で

他のすべての権利の享受に影響を与えます。これは1919年のILOの創立以来の中心的な目標であり、ILO憲章が当

初組み込まれていたベルサイユ条約の第427条に規定される 

「特別かつ緊急の重要性」を有する九つの基本原則の中には、結社の権利と児童労働の廃止と並び、 

「男女同一価値労働同一報酬原則」、「各国が労働条件に関して法によって定める基準はすべての労働者の経済

的に公平な処遇に十分配慮すべきこと」が掲げられています。1944年に採択され、ILO憲章に附属するフィラデルフィア

宣言は「すべての人間は、人種、信条または性にかかわりなく、自由及び尊厳並びに経済的保障及び機会均等の条

件において、物質的福祉及び精神的発展を追求する権利をもつ」と断言しています。この原則はその後、関連する

国際条約によってさらに詳しく規定され、拡充され、掲げられました。 

 

平等促進と差別撤廃の具体的な目標を掲げて採択された最初の基本文書は1951年の同一報酬条約(第 

100号）と補足する同名の勧告(第90号）です。雇用のあらゆる分野における差別が撤廃されない限り、男女同一報

酬は達成されないであろうことは最初から認識され、他の差別事由も禁止対象にすべきとされました。そこで、7年後の

1958年に雇用と職業に関わる平等と差別禁止を具体的に扱う最初の包括的な文書として差別待遇(雇用及び職

業）条約(第111号）と補足する同名の勧告(第111号）が採択されました。この二つの条約は相互に補強し合っていま

す。第100号条約は報酬を対象に、具体的に男女の間の平等を扱っています。第111号条約は雇用と職業のすべて

の側面を網羅し、幅広い禁止事由を取り上げています。この二つの条約の目的は相互に関連しており、第100号条

約はすべての労働者に対する同一価値労働男女同一報酬原則の適用を求め、第111号条約は機会及び待遇の

平等を具体的に育むことによって雇用と職業のあらゆる側面に関わるすべての差別を撤廃することを求めています。 

 

第100号条約と第90号勧告が第二次世界大戦後に採択されたのは決して偶然ではありません。多くの国で戦時

中は女性が生産の第一線に立っており、女性は特定の仕事ができないとか、男性より生産的でないといった神話はも

はや通用しなくなっていました。男女の賃金格差は最も目に見える測定可能な差別の表現形態の一つであったため、

男女の平等報酬をが することはより幅広い社会における平等に移行する重要な第一歩でした。第100号条約は男

女平等原則を促進した最初のILO条約であり、女性労働者に関わるILOの活動のその後の方向性を変える役目を

果たしました。同一報酬原則と、より一般的な雇用と社会における男女の立場と地位との複雑かつ多様なつながりに

対する配慮から、より幅広い文脈から賃金不平等を是正する活動に取り組む必要性を認める第90号勧告が条約と

共に採択されました。第90号勧告の内容の一部はその後、第111号条約及び第111号勧告にその中心原則として

組み込まれ   ました。同一価値労働同一報酬原則は一般的な不平等の状況下では達成できないため、第100号

条約と   第111号条約を結び付けることが特に重要になります。 

 

第111号条約と第111号勧告は雇用及び職業のあらゆる領域における平等、尊厳、自由の一般原則の適 用を

促進するよう設計されています。何が差別待遇を構成するかについて具体的ながら幅広い定義を示すことによって第

111号条約は平等と差別禁止の一般原則を仕事の世界の文脈に据え、人種、皮膚の 

色、性、宗教、政治的見解、国民的出自、社会的出身という少なくとも七つの理由に基づく雇用及び職業上のあら

ゆる形態の差別を取り上げています。条約は、他の理由に基づく差別にも保護を広げられる可能性を含んでいます。 

 

どちらの条約も三者構成主義の重要性を強調し、労使団体との積極的な協力という幅広い要求事項を定めるこ

とによって条約の実施にこれらの団体を直接関与させています。第100号条約の下では、加盟国は条約規定の実施

において労使団体と協力することになっており、第111号条約では条約が求める国の平等政策に関し、加盟国はこの

政策の受容と遵守を促進する上で労使団体に加え、その他適切な機関    の協力も求めることとされています。協力

は単なる協議を越え、共同行動の遂行も含まれています。第 

111号条約と第90号勧告には労使団体との協議に関する規定もあり、単なる情報提供を越え、政府が決定を下す

前に関係者の意見が考慮に入れられることの確保が求められています。第90号勧告は関係する労使団体と合意の

上、職務評価を設定することを求めています。 

 



 

第111号条約は差別待遇を次のように定義しています。 

 

1. 人種、皮膚の色、性、宗教、政治的見解、国民的出身または社会的出身に基づいて行われるすべての差別、

除外または優先で、雇用または職業における機会または待遇の均等を破りまたは害する結果となるもの 

2. 雇用または職業における機会または待遇の均等を破りまたは害する結果となる他の差別、除外または優先で、当

該加盟国が、使用者の代表的団体及び労働者の代表的団体がある場合にはそれら  の代表的団体及び他の適

当な団体と協議の上、決定することのあるもの 

 

第111号条約の中心目的は、法及び慣行において機会及び待遇の平等を具体的かつ漸進的に進めることによって

雇用及び職業のすべての側面に関わるあらゆる差別を撤廃することです。このために批准国は多面的な国の平等政

策を策定・実行するよう求められています。 

 

5.1.主な動向 

 

就労に関わる平等に関する2011年のグローバル・レポートも今年の総合調査報告も、雇用及び職業上の差別の

防止・撲滅、そして機会と待遇における平等の促進の両方に向けて平等と差別禁止に関するより包括的な法律の

制定に関し、多くの国が相当の進展を見せたことを記しています。先行対策的な措置はほとんどが性別に基づく差別

を取り上げています。また、人種、肌の色、宗教、年齢、HIV(エイズウイルス）感染、障害といった理由に基づく差別に

取り組むものも増えてきています。さらに、一連の国々で新たに設立されたオンブズマン事務所や平等機関は雇用及

び職業上の差別に対する法及び政策    の適用改善に貢献しています。しかし、これらの機関の一部も労働監督署

も人的資源・資金不足に悩んでいるため、差別禁止法制の効果的な適用と実際の施行はしばしば不十分であり続

けています。多くの国がまだ、監視と執行を含み、幅広い理由に基づく差別の諸側面を取り上げた総合的な国家平

等政策を採用するに至っていません。 

 

世界経済危機の結果、そして公共支出削減の影響を受けて、差別を防止し、申し立てを処理する機構の能力が

さらに損なわれる可能性が高くなっています。世界中で見られる高い失業・不完全就業水準は、特に脆弱な立場の

人々について、就職機会における差別を増すというはっきり識別できる影響を与えています。まだ調査研究段階では

あるものの、例えば輸出需要の縮小は伝統的に女性を多く雇う産業である繊維産業の生産減につながったというよう

に、聞こえてくる話や過去の危機の経験から現在ある構造的な不平等は女性、とりわけ移民女性と貧しい女性に不

均等に影響を与えていることが推測されます。 

 

a.性に基づく差別と男女平等 

 

男女不平等は最大の懸念理由であり続けています。例えば、男女の労働力率の差は中東では47.2%、南アジアで

は40%超になります。賃金格差は外然として仕事の世界において最もしつこく見られる男女不平等の一形態です。固

定的な男女観、職業分離、男女別で偏った職務分が制度や賃金構造などの要素は、同一価値労働同一賃金の

深刻な障害を構成し、しばしば十分に理解されていません。男女一般の賃金格差は2008-09年に平均22.9%と推計

されます。したがって、同一価値労働同一報酬原則を法及び実際上、実現するには相当の 望が残っています。多く

の国でこの問題に取り組む先行対策的なが が見られるものの現在の進捗速度が続くとすれば男女賃金格差が解消

されるにはもう75年必要になります。この点では最低賃金制度が助けになるものの、女性が主流を占める部門により

低い賃金を設定したり、そのような経済部門を除外する傾向があります。幾つかの仮定に反し、既に複数の国で克服

された女性   の教育水準の低さ、そして断続的な労働市場への参加は男女賃金格差の主たる理由ではなく、これ

はむしろ構造的で奥深い男女差別の結果であると言えます。 

 

男女差別のその他の表現形態としては、使用者団体や労働組合の意思決定の地位における女性の代表 性の

低さ、女性に男性より早い引退を義務づける、より低い法定退職年齢(世界60カ国近くがいまだにそのような状況）な

どを挙げることができます。職場におけるセクシュアル・ハラスメントも広く見られ、この点で法律には外然として欠陥があ

ります。敵対的な職場環境などセクシュアル・ハラスメントの様々な表現形態に対する理解が欠けている場合があり、



 

刑法の境界を越えてそれに取り組む必要があります。 

 

母性保護立法は世界中で増大したものの女性に対する母性に基づく差別は外然残されており、これはとりわけ出

産休暇後の解雇と職場復帰、臨時契約の利用、妊娠検査の義務化に関わって見られます。しかしながらまた、欧州

諸国では特に、仕事の責任と家庭責任の調和において男女双方に利益するような、より家族に優しい方針を導入す

ることが最近の傾向になってきています。 

 

b.人種・民族的差別 

 

世界中で見られる人種・民族的差別に関する状況は安心できる理由をほとんど提供しません。経済危機、社会

における多文化主義に関する議論の再燃、あまりにも多くの場合における外国人排斥感情と不 寛容の復活といった

影響の組み合わせは、進歩につながらない風土を形成しています。各国から得られる証拠は問題の規模を確認させ

ます。例えば、ベルギーの機会均等・人種主義反対センターは2010年に出された雇用差別関連申し立ての41%が人

種関連であったと報告しています。ニュージーランドの人種関係年次レビューは2010年に、人種関連の申し立てが最

も一般的な分野は雇用と雇用前であり、申し立て件数全体の36%を占めると報告しています。フランスの高等差別禁

止平等対策機関(HALDE）が 

2010年に受けた雇用差別に関する申し立て全体の27%が出身を理由としていたとのことです。英国では 

「黒人とアジア系の労働者が仕事を失う可能性は白人労働者の約2倍」になると、労働組合会議(TU 

C）が報告しています。TUCによる労働力調査の分析からは「少数民族出身の若者」の暗い状況が示され、「2007年

に20.1%であった18-24歳層の失業率が2010年には30.5%に急騰」しています。世界銀行も最近、ロマとロマ以外の

人々の就業格差が26%近くに達することを示し、ロマの労働市場への統合がブルガリア、チェコ、ルーマニア、セルビアで

は非常に悪いことを見出しました。また、ロマの人々は仕事があってもロマ以外の人々より収入がずっと低く、平均賃金

格差は50%近くになりますが、これはこれらの人々の教育到達度の低さと密接に関連しています。 

 

c.移民の資格に基づく差別 

 

移民労働者が労働力に占める割合はますます多くの国で増えてきていますが、その存在は経済的福祉と成長にと

ってますます決定的に重要になってきています。多くの予測が、労働と技能の国際流動性は近い将来さらに高まると

見ています。耳にする話と得られるデータからは世界的な経済・雇用危機が続く結果として外国人労働者及び外国

出身者と見られる労働者に対する差別の増大が示されています。移民労働者はその外国人としての地位に基づいて

差別されるのに加え、性別、人種、宗教、肌の色、そして複数の理由の組み合わせによって差別されることが多くなっ

ています。 

 

d.複数の理由に基づく差別 

 

近年、複数の理由に基づく差別が例外よりもむしろルールとして認められるようになってきており、この累積効果は極

端に不利な条件と排除の可能性を秘めた状況をもたらすことになります。例として労働・社会経済面における中南米

の先住民女性の不利な状況を挙げることができます。複数の理由に基づく差別に取り組む上での課題は、調査研究、

データ収集、広報提言、司法解釈、是正戦略(先行対策的政策を含む）の開発、就労に関わる構造的な不平等に

取り組むより幅広い社会政策イニシアチブの策定など反差別が のあらゆる実行段階のあらゆるレベルで見られます。 

 

e.その他の差別事由 

 

加盟国の間では国内法制に含まれる差別禁止事由リストを拡充し、とりわけ、障害、実際のまたは外観上のHIV

に関わる状態、性的指向、年齢、国籍、そして時に雇用上の地位を含む方向へ向かう明確な傾向が見られます。多

くの国で最近進展が見られるものの障害を有する労働者の状況は外然として最大のと分野であり続けています。統計

からは障害者の就業率はそれ以外の人々の数値よりも低く、解雇、賃金格差、訓練受講機会、キャリア開発の点で

仕事に関連した差別を被っていることが示されています。ILOは障害者を仕事の世界から排除することのコストを測定



 

するパイロット調査を10カ国で行い、障害者の高い失業率と低い生産性に関わる経済損失を国内総生産(GDP）の

3-7%と推計しています。 

  

HIVに関連した烙印と雇用及び職業上の差別は、雇用または特定の職業に就く機会の否定、就職時のHIV検査

の義務化、雇用条件の点での差別、同僚による村八分または排斥、不当解雇といった様々な形態を取ります。

2010年のHIV及びエイズ勧告(第200号）に沿って多くの国が実際のまたは外観上のHIVに関わる状態に基づく差別に

対する法律及び政策を採用しているもののこの形態の差別は外然として幅広く見られ、効果的な施行を確保するに

は相当の課題が残っています。幾つかの国では実際のまたは外観上の性的指向が差別禁止事由のリストに加えられ

る進歩が見られます。これによって例えば、幾つかの国で同性婚に対する社会給付の割当などが可能になりました。

年齢に基づく差別への取り組みも多くの国で公共政策の重要な一部となってきており、高齢労働者に対する差別が

法律及び行動の焦点となっています。これはほとんどが先進国で見られ、特に人口動態の変化に照らし合わせての動

きです。 

 

5.2.適用上の困難と未批准の理由 

 

第100号条約は適用除外を認めておらず、すべての経済活動、すべての労働者に適用されます。詳しい同一賃金

法や差別禁止法などに移行した国もあるもののほとんどが一般的な労働・雇用法の枠内で同一報酬問題に対処し

ようとしており、その結果、公務員や家事労働者、農業労働者、輸出加工区の労働者、臨時労働者、インフォーマ

ル経済の労働者、外国人や移民労働者といった一定の集団に労働法が適用されないことが第100号条約の適用上

の 望につながる場合が多くなっています。韓国のように適用範囲が企業規模によって限定されている場合もあります。

例えば、家事労働者、農業労働者、インフォーマル経済の労働者など、適用除外されている集団及び産業部門の

多くが女性の割合が高いことと特に低賃金であることを特徴としており、その上、これらの労働者は、最低賃金設定の

仕組みからもしばしば除外され、比較的孤立して働いていたり、組合や団体を組織していないために団体交渉力がほ

とんどない場合も多くなっています。第100号条約の法及び実際上の適用の 望はとりわけ同一価値労働の概につい

ての理解不足から生じていることに留意した条約勧告適用専門家委員会は同一価値労働の意味を明確化するた

めに、この概 には全く異なる性格ながら価値が等しい労働も含まれるとの見解を発表しています。 

 

第100号条約同様、第111号条約の適用における困難も特定の集団が労働法・雇用法の対象から除外されてし

まう事実に関わっています。差別から保護する規定から除外されることが多いのは、公務員、家事労働者、一定の農

業労働者、臨時労働者、自営労働者、インフォーマル経済の労働者、外国人です。この他にも司法関係者、軍人、

警察などが除外されることが多く、また、労働法は一般に雇用関係にある被用者にしか適用されませんが、多くの国で

このような労働者は全体の限られた一部に過ぎません。一般労働法の適用範囲から特定の種がまたは部門を除外

することは、主に特定の性または人種的出身の労働者に影響を与える場合があります。例えば、多くの国で農業や家

事労働では女性の集中が見られ、農業の季節労働者や家事労働者の重要な割合を移民労働者が構成している

ような国ではこれらの適用除  外は間接差別を構成する可能性があります。法律上も実際上もインフォーマル経済へ

の第111号条約の適用は外然として課題です。ロマやインフォーマル経済で働く外国人女性の労働市場に参入する

権利の確保が望しいことも指摘されています。 

 

2011年12月31日現在、第100号条約は168カ国、第111号条約は169カ国に批准されています(日本は第111号

条約を未批准）。第100号条約に関しては、例えば、リベリアやクウェートなどが批准に向けたプロセスまたは検討が進

んでいることを報告しているのに対し、カタールは同一価値労働同一報酬の概を明確に規定する仕組みがないことを

適用上の 望を引き起こすものと指摘して批准を躊躇しています。日本は第111号条約を批准していませんが、批准

が遅れている理由として、条約の定める雇用・職業上の幅広い差別事由を示し、条約と国内法制との適合性を慎

重に検討する必要性を指摘しています。マレーシアは公的部門におけるマレー人の特権を第111号条約の批准を阻

む要因に挙げています。どちらの条約も批准していないブルネイは批准の可能性を検討していると回答したのに対し、

オマーンなどは国内法制を改正する必要性を障害として挙げ、批准を最優先事項としていると報告する東チモールは

手続きを進める人材不足を制限要因に挙げています。 

 



 

VI.労働における基本的な原則及び権利の4分野に共通で関連する問題 

 

ますます進む地球規模の経済統合は多くの国が高い雇用創出率を享受することを助けましたが、同時に世界中

多くの場所で保護されていない仕事とインフォーマル経済の成長ももたらし、これは雇用関係とそれが提供できる保護

に影響を与えています。これは労働における基本的な原則及び権利の適用にも影響を与え、多くの場合、ほんの少

数の労働者しかそれを享受できない状態が続いています。非標準的な雇用形態の増大、インフォーマル経済の比重

増、外然として保護の範囲から除外されている特定の種類の労働者の存在、熾烈な競争にさらされる輸出主導型

産業部門といった要素はすべて、労働における基本的な原則及び権利をすべての人々に完全に適用することに関わ

る課題の重要性を強調しており、これには革新的な対応策が求められます。 

 

もう一つの重要な共通の側面は効果的な実行です。国内法令と基本条約の整合性は大幅に向上し、実際、法

制面では労働における基本的な原則及び権利が全般的に強められているものの実際の実行を監 視・保障する責

任を持つ公的機関の機能に関しては外然として大きな 望が残っています。真の執行能力が備わらない限り、こういっ

た一見しての進歩は意味を持たないでしょう。 

 

6.1.非標準的な雇用形態、雇用関係、労働における基本的な原則及び権利へのアクセス 

 

過去30年間にわたる生産体系の高度化と労働市場及び労働法制における柔軟性の増大は多様な労働契約形

態を発展させました。いわゆる非標準的雇用形態の共通の特徴は、それが明確な一人の雇用主の下    でフルタイ

ム正社員の雇用契約を結んで働くという伝統的な「正規」雇用形態と何らかの点で異なっているという点です。下請け

会社を通じてユーザー企業で働く請負労働、派遣会社から派遣されて派遣先で働く派遣労働、様々な種類の短期

契約労働、パートタイム労働や在宅形態の労働などがこれに当たります。非標準的な雇用形態としばしばそれに伴う

不安定性は、労働における基本的な原則及び権利をはじめとした労働関係の権利の享受に対する影響の面でと を

惹起します。かつては雇用関係の下で提供されていた仕事がますます民事契約や商業契約の下で提供されるように

なっている傾向の増大に関しても同じようなと が感じられます。このような自営形態は時に遂行される仕事の現実に

合っている場合はあっても、雇用関係が自営として偽装され、該当する労働者が労働における基本的な原則及び権

利を含む雇用上の権利の適切な保護を受けていない可能性があるときは状況を難しくします。ここでの課題は、業務

上のニーズからこのような取り決めに頼る正当なビジネス上の決定と、労働における基本的な原則及び権利の実効的

な保障を避けるために意図的に用いられている状況を区別することです。 

 

最近、国際的な産業別労働組合組織である複数のグローバル・ユニオンがこの問題を企業と人権に関する国連

事務総長特別代表に提起し、不安定な雇用取り決めの利用は基本的人権の享受に対する最大の障害になると訴

えました。 

 

非標準的な雇用形態に関する統計は乏しく、その性格も普及度も地域ごとに大きな違いがありますが、過去30年

余りの間に全世界的に官民両部門でこの契約取り決めの利用が急増したことを示す十分な証拠があります。多くの

新興経済諸国では過去20年間に労働力に占める賃金生活者の割合が増大していますが、このほとんどが非標準的

な雇用形態の増大を通じて達成されています。先進国では現下の危機によって引き起こされた雇用喪失の影響は

非標準的な雇用形態の労働者に特に激しく、既に新規に創出された仕事のほとんどが非標準的な雇用形態のもの

であることを示す兆候があります。 

 

非標準的な雇用形態には大体において女性、若者、外国人労働者、国内出稼ぎ労働者が多くを占める  傾向

があります。非標準的な労働者は低賃金となる可能性がずっと高く、高賃金が仕事の不安定性を補うものとなるどこ

ろか、実際には低賃金と不安定性が共存しています。はっきりとした結論を導くにはデータが不足しているものの、非標

準的労働者と正規労働者の間には、資格や勤続年数の点で同等であってもかなりの賃金格差が存在することを示

す証拠がますます増えてきています。例えば、韓国政府は職場、年齢、勤続年数、学歴が同じ人同士を比べると、

男性の場合は非正規労働者の賃金が正規労働者より11.6%低く、女性の場合はこの賃金格差は19.8%に達すると

報告しています。非標準的な労働者はその上、雇用保護法制、一定の社会保障給付、職業訓練や昇進の機会、



 

集団的な代表性から排除される 危険により多くさらされる傾向があります。雇用上の地位に基づく機会及び待遇の

違いは、同一価値労働同一報酬原則に対する挑戦であるのに加え、女性や若者、移民労働者といった非標準的

な雇用形態の   多くを占める集団に対する間接差別の問題も提起します。 

 

非標準的な労働者の労組組織率や団体交渉適用率に関する世界的なデータは存在せず、各国の統計も少な

いものの、得られるデータからはこれらの労働者が集団的な行動に従事する上で直面している課題が示されています。

例えばペルーでは1990年代における短期契約の利用の急増と労組組織率の急落に強い相関関係が見られます。

韓国でも労働力に占める臨時労働者の割合の増大が労組組織率低下の主な原因の一つと見られています。韓国

労働社会研究所によれば全体的な組織率は9.6%であるのに対し、今や全被用者の半分程度を占めるようになった

臨時労働者の組織率は1.7%であるとされます。日本でも組合の協調的な取り組みによって20年前より飛躍的に上昇

したものの、パートタイム労働者の組織率(5.3%）は外然として全体の数字(18.5%）をはるかに下回っています。 

 

ILO理事会の結社の自由委員会には、官民両部門の自営労働者や非標準的労働者の状況に関わる申し立て

の提起が増えてきています。結社の自由委員会の報告書から確認されるのは、この種の雇用形態 は労働者の集団

的な組織に対して複雑な課題を提示し、適切な規制・監視がなされない場合、これは結社の自由や団体交渉権を

避けるまたは損なう目的で用いられる可能性があるということです。提起されている案件からは、組合の結成または加

入において自営労働者が直面している   望、雇用関係の偽装に向けたそれに関連した試みといった共通の側面が見

受けられます。明らかになったもう一つの点は、請  負労働などユーザー企業と労働者の間に恒久的なまたは直接的

な契約関係がない場合、反組合的な差別  はより目に付かない形で、ただしより破壊的な形で表現されるということ

です。また、下請け労働者や派遣労働者が団体交渉を試みたときに直面した行き詰まりも強調されています。適用さ

れる労使関係法 制が基本的に正規の雇用関係しか対象にしていない場合、状況の打開は特に 望になるでしょう。 

 

非標準的な雇用形態の圧倒的多数の労働者が労働を強制されてはいませんが、その雇用上の地位の不  安定

性、そして特に雇用関係に対する仲介業者の介入は適切な規制・監視が行われなかった場合、脆弱な状態を強め、

強制労働の発生を円滑化する可能性があります。衣料産業のような一定の産業ではフォーマル経済とインフォーマル

経済の両方にまたがる複雑な下請けピラミッドの中で強制労働が発生する可能性があります。複数の国で見られる、

移民労働者の転職を防止し、今の雇い主に拘束する特別短期契約取り決めの利用は、この雇用関係の規制方法

が強制労働の発生に対して重要な意味を持つことを示す好例です。 

 

雇用関係の規制を改善するが を講じ、非標準的な雇用形態を司る法体系を明らかにしてその利用を規制するイ

ニシアチブを採る国が増えてきています。このすべてが労働における基本的な原則及び権利に焦点を当てているわけで

はありませんが、このようなが はその効果的な実現に向けた条件の形成に大いに寄与する可能性があります。これに

は次のようなものがあります。 

 

・2006年の雇用関係勧告(第198号）の手引きに則り、雇用されている労働者と自営労働者との区別を明確化し、

偽装雇用関係をなくすこと 

・短期契約は一時的な性格の業務にしか使えないことを保障するなどして非標準的な雇用形態の活用が正当化さ

れるよう確保した上で、非標準的な雇用形態の労働者は同一またはが似の業務を遂行する正規労働者と同一また

はが似の雇用条件を得る権利を認めるという二元的アプローチ 

 

社会的パートナーも非標準的な雇用形態の規制にますます注意を払うようになってきており、2008年10月に国際

人材派遣事業団体連合(CIETT）とユニオン・ネットワーク・インターナショナル(UNI）グローバル・ユニオンとの間で締結さ

れた派遣労働に関する覚書のように、その結果として達成された国内的・国際的な一連の合意は労働における基本

的な原則・権利の問題も取り上げています。 

 

6.2.インフォーマル経済 

 

ILOでは法律上または実際上、労働法や社会保障制度などの正式な取り決めの対象になっていない経済単位及



 

びそのような労働者が行う経済活動をインフォーマル経済と定義しています。したがって、  インフォーマル経済にはいわ

ゆるインフォーマル・セクターと、フォーマル・セクターの事業所にインフォーマルに雇用されている労働者の両方が含まれ

ます。世界の労働者の過半数がこのインフォーマル経済で働き、そのほとんどが労働における基本的な原則及び権利

を享受していません。しばしば忘れられているこの歴然とした現実は、インフォーマル経済で働く労働者の割合が全体

の最大9割にも達する アフリカや南アジアに限らず世界全体で、労働における基本的な原則及び権利の促進におけ

る比肩なき  課題を形成しています。雇用関係が弱まり、労働法制の監視・執行が 望なことから先進国を含む多くの

国でインフォーマル労働者の増加はフォーマル・セクターで高くなっています。 

 

関連する産業部門、インフォーマル性の種が、関係労働者の雇用上の地位の種類の点でインフォーマル経済は非

常に多様ですが、賃金生活者は多くの場合少数派です。 上国を中心に最も関係があるのは農業ですが、インフォー

マル性自体は電子産業、建設業、繊維産業、観光業、運輸業、家事サービスなど横断的に様々な部門で見られま

す。インフォーマル経済で働く人々の重要な共通点として、権利と経済状況の点での弱さを挙げることができます。イン

フォーマル経済は法の統治がないことが特徴であるため、この労働者の圧倒的多数が自らの労働における基本的な

権利を享受、行使、擁護できず、インフォーマル経済ではしばしばこれらの権利の最も深刻な侵害が見られます。過

半数の国でインフォーマル労働者の労組組織率は極めて低く、これは通常、団体交渉を行う何らかの実効的な可能

性の欠如によって強められています。児童労働、とりわけ最悪の形態の児童労働、そして強制労働は不均等に多くイ

ンフォーマル経済に存在し、差別もより広く見られます。先進国でも 上国でもインフォーマル経済における若者、女性、

移民労働者の集中が見られ、フォーマル労働者とインフォーマル労働者間の収入格差は男性よりも女性の間で大きく

なっています。 

 

インフォーマル性とそれがもたらす悪い結果に取り組む最良の方法に関する議論はまだ決着していませんが、労働にお

ける基本的な原則及び権利の普遍的な適用を達成するには決然としたフォーマル化努 力がカギを握ることには議論

の余地がありません。また逆に、権利であると同時にその行使を可能にする条件でもある労働における基本的な原則

及び権利はフォーマル化の過程における重要な要素を構成   し、これは結社の自由に関して特にそう言えます。法律

上及び実際上の数多くの障害がありますが、インドの自営女性協会(SEWA）やガーナの取引業者協会連合など、グ

ローバルな労働市場における最も脆弱な労働者の一部に集団的な声を提供するための自主組織化に向けた新たな

戦略が見られるようになってきています。また、インフォーマル性の根本原因には貧 があるため、対象を定めた社会的

保護・雇用イニシアチブは児童・強制労働に対する脆弱性を減じ、インフォーマル労働者とその家族に対する差別に

取り組む上で重要な効果を持つ可能性があります。このような例としては、コロンビアの 

「ファミリアス・エン・アクシオン(行動する家族）」計画のように児童労働に明確に対象を定めた社会移転計画が含まれ

ます。 

 

6.3.危険な状態にある労働者群・労働者の種が 

 

ある種の人口集団や労働者の種類は、他よりも明らかに多くの労働における基本的な原則及び権利の侵害にさら

されています。最も危険な状態にある集団は通常、国による保護や集団的な行動の機会が限られており、複数の形

態の差別に苦しみ、インフォーマル性と貧 の悪循環に捕らえられている可能性があります。こういった労働者群には移

民労働者や農山漁村の労働者、先住民、家事労働者などが含まれます。 

 

正確な統計はなく、国による違いは大きいものの、これらの労働者は労働における基本的な原則及び権利のすべ

ての分野において脆弱であることを示す明確な証拠があります。家事労働者はその83%が女性であり、移民や先住民、

農山漁村の出身者であることも多く、激しい賃金差別を受け、どこの労働市   場でもその報酬額は最低レベルにあり

ます。世界全体の家事労働者の約4割が家事労働を、最低賃金を定める法の適用外に置く国で働いています。労

組組織率は一般に低く、家事労働者に労働協約が適用されるILO加盟国は全体の5%を下回っています。移民労働

者、先住民、農山漁村の住民は強制労働や人身取引の被害に最もあいやすく、国によっては働く子どもの8割以上

が先住民の子どもである経済部門もあります。ILOの研究からは、先住民の求職者が肯定的な回答を得るまでには

他の求職者の通常 3-5倍多くの応募書類を提出しなくてはならないことが示されています。移民労働者はまた、景気

後退になるとしばしば真っ先に人員削減の対象になります。 



 

 

集団ごとに特徴があり、固有の脆弱性があります。家事労働者は特にその仕事の孤立性と遂行している業務が専

門的な職業というよりはむしろ女性の仕事と見なされていることから生じる差別を受けており、先住民はその伝統的な

職業や土地の利用を含みその生活様式がしばしば通常の経済体系の一部と認められておらず、公的な意思決定へ

の参加もしばしば限られていることから構造的な差別の影響を幅広く受けています。移民労働者はその採用形態や

働いている国の中での地位の不安定性または非正規性に基づく搾取の危険に過度にさらされている可能性があり、

国によっては農山漁村地域の特有のニーズに取り組む国の政策が存在しません。こういった特徴を越えて、労働にお

ける基本的な原則及び権利の4 分野の適用における大体共通の次のような障害が存在します。 

 

・国の制度・機構にアクセスを得ることの  望とその結果としての労働法制の執行の弱さ 

・自らの基本的な権利に関する認識の欠如 

・強い集団的な発言力がないために自らの権利及び利益の効果的な擁護が妨げられていること 

・高い貧困水準 

 

多くの国でこの脆弱な労働者はまた法律の適用対象から排除されていることによっても不利な状態にあります。家

事労働者の保護にかかわると が2011年の家事労働者条約(第189号）と同名の補足的勧告(第201号）の採択につ

ながったように、アルゼンチン、チリ、インドなど相当数の国が労働・社会保障法制の重要な側面を家事労働者に拡

張するなど、結社の自由と団体交渉権を農業労働者、家事労働者、外国人労働者に拡大する改革を行った国も

幾つかあります。 

 

効果的な監視・執行メカニズムへのアクセスを得る上での 望に直面している家事労働者、先住民、移民、僻地に

暮らす農山漁村労働者の問題に対処するため、移民労働者が労働力の重要な割合を構成する輸出部門を対象

にする労働監督官の数を増やしたヨルダンなど幾つかの国はこういった危険にさらされている集団の労働者としての権

利の保護に向けてより多くの資源・資金を配分する決定を行っています。 

 

危険な状態にある労働者集団は一般に組織化し、集団的な行動を取る上で相当の障害に直面しており、この発

言力、可視性、影響力の欠如こそがこういった人々を労働における基本的な原則及び権利に関する侵害にさらす原

因となります。労使団体は侵害を公然と非望し、そのような状況に対する解決策を集団的に交渉し、関係する集団

の保護に向けた法的及び制度機構的イニシアチブや政治的決定を求めてロビー活動を展開することができます。労

働法からの家事労働者の除外を是正する最近の改革の多くが、家事労働者が自分たち自身の組織を結成し、他

の労働組合の支援を得ることができた国で起こっています。インドやウガンダなど、農山漁村の地元の労使の組織化を

通じて労働組合と使用者団体がこの部門の児童労働の撤廃に重要な役割を演じている例もあります。家事労働者

の賃金その他の条件を交渉する政労使三者構成の委員会の設  がこの部門の労使団体を強化したウルグアイのよう

に幾つかの政府と社会的パートナーはこれらの労働者集団が直面している組織化と団体交渉に対する法律上及び

実務上の障害を克服するために重要なイニシアチブを発揮しています。 

 

2002年に最低賃金を家事労働者に広げる決定を行った南アフリカのように貧 軽減と危険な状態にある集団への

労働における基本的な原則及び権利の拡大の相乗効果を育むことを意図した経済・社会政策を開始した国もあり

ます。 

 

6.4.輸出加工区と輸出部門の労働者 

 

ILOの推計では2006年に世界130カ国に3問500の輸出加工区または外国からの投資を誘致する目的で設 された

が似の特別産業地区が存在し、6問600万人以上に直接的な雇用を提供していると見られます。うち4問000万人以

上の雇用が中国だけで生み出されていると推計されます。輸出加工区は若い女性や低技能労働者など、これがなか

ったとしたら労働市場における状況が  望であった労働者群にフォーマル雇用への重要な機会を提供することができま

す。しかし、創出されている仕事の質や労働における基本的な原則及び権利、とりわけ結社の自由と団体交渉の尊

重の点で外然としてと の種であり続けています。基準適用監視機構に寄せられた情報をもとに行われたILOの研究か



 

ら相当数の国で輸出加工区の労働者に結社の自由と団体交渉の行使を妨げる障害が存在することが明らかになり

ました。これには、時に法律によって課される禁止や制限、組織化の動きを阻止するために暴力を伴うこともある反組

合的差別行為、そして非常に低い法の執行水準などが含まれます。幾つかの国で実施された調査研究からはまた、

標準的な雇用契約が短期契約または派遣契約に置き換えられ、ますます臨時労働化する輸出加工区労働力の

状況が強調されていますが、これは結社の自由と団体交渉に影響を与えています。法の執行が弱く、組合もしばしば

見られないことから輸出加工区では雇用及び職業上の平等と強制労働にかかわる 望が生じる可能性もあります。輸

出加工区で発見された強制労働事件のほとんどに、民間派遣業者による不正な慣行を通じた移民労働者の募集

が関連しており、時には法定制限を超えた労働の強制や残業代の不払いを伴っています。 

 

ヨルダンなど幾つかの国は輸出加工区における労働監督改善に向けて相当の努力を尽くしており、トーゴやスリランカ

などでは最近、輸出加工区で労働組合の存在感が高まっていることが報告されています。しかし、得られる情報から

は輸出加工区に関わる問題が指摘されているほとんどの国で進展はほとんど見られないことが示されています。2008-

11年に条約勧告適用専門家委員会が輸出加工区の労働者の結社の自由と団体交渉権についてと を表明した第

87号条約及び第98号条約批准国は23カ国に上ります。 

 

幾つかの国ではこの   望は輸出加工区の枠を越え、輸出部門全体に広がっています。近年、実質的な交渉の仕

組みが存在しない幾つかの輸出加工区と輸出部門で、強く時に暴力的な労働者による抗議が発   生しています。こ

れは政府及び国際供給網(グローバル・サプライ・チェーン）のすべての活動主体が労働における基本的な原則及び権

利の4分野すべてを促進し実現する努力を増すことの重要性を強調しています。この点でILOの条約・勧告に定められ

た結社の自由と団体交渉権の、他のすべての国際労働基準の持続可能で長期的な遵守を確保する上での中心

的な役割を認める、2007年にファッション・テキスタイル・グループのインディテックスと国際繊維被服皮革労組同盟

(ITLGWF）との間で締結された繊維・衣料・履物部門においては初めての国際枠組み協約は何ができるかに関する

好例を提供し  ています。 

 

6.5.労働における基本的な原則及び権利の国内における実施の強化：決定的に重要な課題 

 

労働における基本的な原則及び権利の完全な実現の必要不可欠な前提条件として、適切な国内法制に執行

のための実効的な機構と仕組みを伴わせる必要がありますが、多くの国でこれは外然として現実的な課題です。実際

上の最大の 望は外然として労働における基本的な原則及び権利の侵害の防止・是正の面で見られます。被害者の

弱さはしばしば自らの権利の主張を妨げ、国の機構は侵害が起こっている 多くの職場または地域へ到達する上での 

望を経験しており、状況の複雑さや多様性はしばしば伝統的な労働法の領域を越え幅広い国の機構を伴った新た

な戦略を要請します。また、一部の経済活動は監視するには複雑になりすぎ、多くの国で見られるインフォーマル経済

で働く人々の多さと業務外注や派遣業者などの存在は雇用関係の存在を確定し、真の使用者を把握することをま

すます 望にしています。労使団体はとりわけ広報提言活動と構成員の啓発活動を通じて職場における基準遵守の

改善に向けて相当の貢献を行えるため、幾つかの部門で強い労使団体が存在しないことは付加的な 望を形成して

います。 

 

得られるデータとILOの基準適用監視機構に寄せられた情報から相当数の労働省、労働監督署、労働裁判所が

こういった課題に取り組む上での大きな資源・資金上の制約に直面していることが推測されます。例外もかなりありま

すが、この古くから見られる問題は近年悪化してきています。例えば、中米・ドミニカ共和国におけるILOのプロジェクト

からは2009年に労働問題を担当する省庁に割り当てられた資金水準が国家予算の0.11%から0.3%の範囲であったこ

とが示されています。フォーマル経済で見られる相当水準のインフォーマル雇用や、国による労働監督の仕組みの不在

や弱さを是正するため   に多国籍企業が資金を拠出して一部輸出部門で社会的監査を行う民間業者が誕生して

いることも広く労働法全般の実行面における深刻な不足部分の存在を裏付けています。 

 

幾つかの国はこの課題に取り組み、労働における基本的な原則及び権利の適用改善を図る決意を示しています。

例えば、労働省内に最近、労働における基本的な原則及び権利の実現を扱う特別の部局が設 

 されたボリビアやペルーのように基本的な原則及び権利、とりわけ児童労働、強制労働、雇用及び職業上の差別に



 

労働行政や労働監督がより注意を払う傾向が増してきています。また、特別訴追部門が設 

 されて強制労働の有罪判決が相当程度に増加したウクライナのように、多くの国で児童労働、強制労働、雇用及び

職業上の差別の撲滅に関与する公的機関の幅が広がってきています。個別労働紛争を取り 

扱う仕組みが整備された日本のように、労働争議を解決する仕組みの有効性を改善する努力も見られま 

す。侵害を処罰するだけでは労働における基本的な原則及び権利の実現を確保することにはならず、権利の促進、

啓発、予防が 、被害者の支援などといった幅広い活動が必要であることへの理解も広まり、複数の国で監視・執行

機構は、労使に手を伸ばし、労働における基本的な原則及び権利の重要性を伝えるための資源・資金や取り組み

に対する投資を増しています。 

 

VII.労働における基本的な原則及び権利に関連したILOの活動 

 

労働における基本的な原則と権利は、ILO憲章及びフィラデルフィア宣言に規定されているILO創立以来の理 です

が、1990年代になって急に世界的に認識が高まりました。当時、グローバル化と貿易自由化が加速する中、関税およ

び貿易に関する一般協定(GATT）のウルグアイ・ラウンドの過程で一定の国際労働基準の尊重を膨張しつつあった多

国間貿易体系への参加の条件とすべきとの提案が持ち出され、激しい論議を呼びました。ILOとその任務の観点から

見ると、いかにして経済成長と社会進歩を結び付け、各国が自国の状況から最も適切と考える社会的保護の内容

を独自に設計し、国際貿易   の自由化から生じる利益の均等な分け前を関係する人々が享受できる可能性を高く

するような条件を定められるかという問題があやうくなっているように見えました。労働における基本的な原則及び権利

の四つの分野はこの条件を構成するものとされました。そこで、1998年の「労働における基本的原則及び権利に関す

るILO宣言」は、ILOの加盟国はその加盟の事実によって、関連する条約を未批准の場合でも、労働における基本的

な権利に関わる原則を尊重、促進、実現する義務があるとしています。 

 

労働における基本的な原則及び権利は、世界人権宣言や経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約、

市民的及び政治的権利に関する国際規約といった国連の中核的な人権条約、複数の地域文書な   ど、他の国際

法源でも人権として認められています。 

  

1998年のILO宣言では加盟国の取り組みを支援するILOの義務も認められています。この義務 は、2008年の第97

回ILO総会で採択された「公正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣言」で、「ディーセント・ワークをすべて

の人へ」というディーセント・ワーク課題全般の実行に向けた加盟国の取り組みを支援するものに拡大されました。2008

年の宣言はILOの憲章上の任務を実行する加盟国及びILOの公約と取り組みはILOの同等に重要な四つの戦略目

標(雇用促進、社会的保護が の開発・向上、社会対話と政労使三者構成主義の促進、労働における基本的な原

則及び権利の尊重・促進・実現）を基礎とすべきとしています。労働における基本的な原則及び権利は、「すべての

戦略目標の完全な実現に必要な権利及びそれをもたらす条件として特に重要である」とされています。 

 

この二つの宣言のフォローアップ手続きに基づき、労働における基本的な原則及び権利に関わるILOの活動は随時

見直されています。1998年の宣言に基づき、ILO加盟国は未批准の基本条約につい て、そこで取り扱われている事

項に関する自国の法律及び慣行における変化を毎年ILOに報告するよう求められています。この報告は、事務局によ

って取りまとめられて現在、毎年3月の理事会に提出されて検討されています。もう一つのフォローアップ手続きとして総

会に提出されるグローバル・レポートがあります。グローバル・レポートの目的は、基本的原則及び権利の各分野に関

する動的・包括的な概観を提供し、ILOによる支援の効果を評価し、それを実行するために必要な内外の資源を動

員するために作成される技術協力の行動計画の形式を含み、活動の優先事項を決定するための基礎を提供する    

ことにあります。2010年6月の総会でこの手続きが見直されるまでは、労働における基本的な原則及び権利の四つの

分野の一つを順番に取り上げたグローバル・レポートが2000年から毎年総会に提出され、総会の討議を反映して11

月の理事会でその後4年間の技術協力における行動計画が定められていました。 

 

2008年の「公正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣言」は、宣言の定めるディーセント・ワーク課題の

四つの戦略目標について、一つずつ順番に、「各戦略目標に係る、加盟国の多様な現状及びニーズをより良く理解し、

基準関連活動、技術協力、及び事務局の技術的機能や調査機能など、用いることのできるすべての手段をもって、



 

より効果的に加盟国の現状及びニーズに応え、また、優先事項及び活動計画をそれらに適合させること」を目的とし

て総会で繰り返し討議するフォローアップの仕組みを導入しました。グローバル・レポートは、2010年の手続き見直しに

よって、労働における基本的原則及び権利の戦略目標に関する反復討議に基づき総会に提出されるようになり、今

回がその第1回目に当たります。総会は、次の期間に実施されるべき技術協力の優先事項及び行動計画を含み、

ILOに得られるあらゆる行動手段に関する議論から結論を引き出し、理事会及び事務局の責任を導くことになってい

ます。 

 

ILO事務局の中で、労働における基本的な原則及び権利の促進に関する主たる責任を担っているのは基準及び

労働における基本的原則・権利総局で、基準全般を扱う国際労働基準局(NORMES）、1998年宣言の促進活動

を直接手がける労働における基本的原則・権利ILO宣言促進計画(DECLARATION）、児童労働問題を担当する

児童労働撤廃国際計画(IPEC）の三つの部局で活動が進められています。結社の自由と団体交渉に関する活動に

ついては、国際労働基準局と労働における基本的原則・権利ILO宣言促進計画に加え、社会対話総局の他の部

局、とりわけ使用者活動局(ACT/ 

EMP）と労働者活動局(ACTRAV）も関与しています。強制労働問題については、もっぱら労働における基本的原

則・権利ILO宣言促進計画の中に設けられた特別のプログラム、強制労働撲滅特別行動計画(SAP-FL）を通じて

取り組んでいます。 

 

差別の分野は横断的であるため、以上のような各部局に加え、男女平等局(GENDER）、HIV/エイズと仕事の世界

ILO計画(ILO/AIDS）、国際労働力移動部(MIGRANT）、雇用総局内の障害を有する労働者の問題を担当してい

る部署など事務局内の幅広い部局・計画が関与して活動が進められています。 

 

VIII.労働における基本的な原則及び権利の促進に向けたその他のイニシアチブ 

 

グローバル化の過程で近年、労働における基本的な原則及び権利の重要性に関する国際的なコンセンサスが強

まってきています。この結果、ILO外の枠組みを通じたこの原則と権利の促進に向けたイニシアチブが相当に増えてきて

います。 

 

8.1.多国間機関による労働における基本的な原則及び権利の促進 

 

労働における基本的な原則及び権利の普遍的な価値と国際法に基づくその地位に鑑み、他の多国間機   関が

この原則と権利を認めることが期待されます。労働における基本的な原則及び権利が他の多国間機関の活動により

整合的に組み込まれる全体的な傾向が強まってきています。 

 

労働における基本的な原則及び権利は国連の多くの文書に掲げられており、国連は古くから地球規模の政策レベ

ルにおけるパートナーシップと国別活動の強化などを通じて国連システム全体として基本的な原則及び権利の促進に

貢献しています。政策面での重要な支援はとりわけ1995年の世界社会開発サミットと、公正なグローバル化並びに完

全雇用、生産的な雇用及びすべての人へのディーセント・ワークの諸目標への支持が確認された2005年の世界サミッ

トを通じて提供されています。さらに、国連経済社会理事会による労働における基本的な原則及び権利とディーセン

ト・ワークの重要性の認識は国連の政府間・機関間の様々なプロセスにこれが組み込まれる方向に道を開きました。 

  

ILOは世界銀行及び国際通貨基金(IMF）と制度的協力を強化する機関間協定を締結していませんが、政策対

話の強化、具体的な事業計画やプロジェクトを通じた協力が進められています。世界銀行  は長い間、活動の決定

に際しては経済的な配慮だけを用い、職員は加盟国の政治事項に介入すべきでないとする憲章上の文言から、権

利に根ざしたアプローチを採ることは望しいとの見解でしたが、最近はこの解釈を制限的にして世界銀行グループの一

部はその業務の実行に際して労働における基本的な原則及び権利を考慮に入れることを確保するが を講じています。

例えば、2007年4月に世界銀行はその工事調達用標準入札図書を改訂し、児童労働及び強制労働に加え、労働

者団体と差別禁止及び機会平等の諸原則にも触れています。国際金融公社(IFC）も2006年に借款要件を改訂し、

特定の労働における基本的な原則及び権利をより良く統合しました。ILOがIFCと共同で実施しているベターワーク(よ



 

り良い仕事）計画はグローバル・サプライ・チェーンにおける労働基準の遵守を改善し、競争力を促進することを目指し

ています。世界銀行グループの中でもIFCや多国間投資保証機関(MIGA）といった民間部門を相手にする機関は実

務を労働における基本的な原則及び権利に適合させるよう真剣に努力していますが、国際復興開発銀行(IBRD）な

どの公的部門を扱う機関では基本的な原則及び権利の4分野について整合的な取り組みを育むことが外然として 

望なようです。世界銀行は児童労働問題についてはILOと直接的な協力関係にありますが、結社の自由と団体交渉

については慎重な姿勢を崩していません。 

 

ILOは他にもアフリカ開発銀行、アジア開発銀行、カリブ開発銀行といった複数の地域開発銀行とも労働における

基本的な原則及び権利の促進に向けて協力協定を結んでいます。IMFの政策文書には労働における基本的な原

則及び権利に関する言及は見られませんが、主要20カ国・地域(G20）及び危機の影響に取り組む多国間機関調整

の枠組みの中で近年政策対話が強まり、とりわけ2010年9月に共催したオスロ会議においては成長と雇用のための政

策に関する社会対話に焦点が当てられました。また、ルーマニアで2011年1月に共催した会議のフォローアップ活動の4

分野の一つとして健全な団体交渉と社会対話の促進が取り上げられるなど、危機の影響に取り組む国家レベルの活

動では労働における基本的な原則及び権利が両機関の対話の一部に組み込まれるようになってきています。 

 

労働における基本的な原則及び権利の促進におけるILOにとって最大の課題の一つは多国間システムの他の活動

主体にその原則と権利の尊重を自らの政策及び活動に組み込むことはそれぞれの主体の責任であり、その利益にか

なうと説得する点にあります。この分野におけるILOの活動の現在の焦点は現下の世界金融危機からの回復に向けた、

調整を図った政策の中心にディーセント・ワークを据える必要性に かれています。ILOがその活動を支援するよう求めら

れているG20のサミットの宣言や結論は労働における基本的な原則及び権利の役割に触れています。2011年に開か

れた最新のカンヌ・サミットでは、G20のリーダーらは「労働における基本的な原則及び権利の促進と完全な尊重を確

保する」ことを引き受け、「ILOが八つのILO基本条約の批准促進及び実行を続けることを歓迎し、奨励する」と結論

づけることによって、グローバル化の均衡回復努力の中での基本的な原則及び権利の重要性を再確認し、グローバル

化の社会的側面の強化に向けた多国間活動の一層の整合性をWTO、OEC 

D、世界銀行グループ、IMF、ILOに呼びかけました。2011年9月に開かれたG20雇用・労働大臣会合向けにILOが

OECDと共同で作成した政策整合に関する覚書は労働における基本的な原則及び権利は貿易政策と雇用政策が

交差する点にある一つの要素としてその役割を取り上げています。 

 

1998年の宣言採択以降、労働における基本的な原則及び権利の尊重を多国間システムの経済課題に組み込

むことでは重要な進展が達成されました。しかし、なさねばならぬことはまだ多く、国際的なイベントの場での声明と各

国政労使の現場体験とが対立することもしばしばで、持続可能な回復政策の中に労働における基本的な原則及び

権利を含むための取り組みをILOは一層強化する必要があります。 

 

8.2.加盟国間の貿易取り決めの中での労働における基本的な原則及び権利の利用 

 

国際貿易の自由化を労働問題と結び付けるべきか否か、そして結び付ける場合にはどう結び付けるかに関し、国

際的な合意は見られません。議論が続く中、多くの貿易パートナーが片務的貿易協定、二国間貿易協定、地域間

貿易協定に労働条項を含み、自らの貿易政策の中でそれに言及しています。問題は   労働における基本的な原則

及び権利を尊重すべきか否かではなく、貿易政策をどの程度そのための手段とすべきかという点にあります。 

 

一般特恵関税制度(GPS）の形での米国及び欧州連合の片務的貿易協定は最も発達した形態を取 り、どちらも

労働における基本的な原則及び権利に言及しています。この尊重はILOの基準適用監視システムの結論を元に評

価され、1997年には強制労働の利用を理由してミャンマーの、2006年には結社  の自由に関してベラルーシの特恵が

撤回されました。 

 

大多数のILO加盟国が労働条項を含む二国間貿易協定及び地域間貿易協定に関与しています。貿易協定に

見られる労働条項は条件的要素と促進的要素の両方または一方を含んでいます。WTOに報告された、労働条項を

含む発効済み貿易協定の数は1990年には1件もなかったものの、2011年には47件に上っています。この3分の2以上



 

が労働における基本的な原則及び権利の4分野を取り上げています。1995-99年に発効した貿易協定の中で労働

条項を含むものはわずかに4%であったのに対し、2005-11年に発効したものの中ではこの割合は約3分の1に増えてい

ます。労働条項を含む現在の協定のほとんどが一部OECD諸国、そしてとりわけ欧米諸国の貿易政策を反映してい

ます。一方で、 上国間の二国間及び地域間協定にそのような条項が含まれることも増えてきており、2011年10月現

在で15件に達し  ています。この条項はほとんどもっぱら促進的な性格のものです。 

 

2011年に発効していた貿易協定に含まれる労働条項の約3分の2がILOの文書に言及しており、うち80%が1998年

宣言に言及しています。貿易協定の中での労働における基本的な原則及び権利への言及の性格には相当なばらつ

きがあり、米国が締結しているほとんどの協定は1998年宣言に言及してはいるものの法律上執行可能な部分では雇

用における差別撤廃が含まれておらず、国内労働法の適用と関連づけられています。しかし、韓国やパナマなどと締

結した最新の協定では国内労働法の効果的な適用に加え、労働における基本的な原則及び権利の4分野すべて

の尊重が求められています。欧州連合が締結する貿易協定内の労働条項は、労働における基本的な原則及び権

利に対する政治的な公約と促進を確認するものからその尊重と関連国内法の適用というより具体的な義務の形に進

化してきており、公約違反は通常、制裁の対象になります。ニュージーランドの貿易協定などこの他の労働条項は典

型的に労働における基本的な原則及び権利の尊重とこれに関する協力といった政策公約を含んでいます。 

 

例えば、米国とカナダの貿易協定は利害関係者が当事国による労働条項違反を申し立てる仕組みや、労働条

項に関連した事項の協議を行う諮問委員会の設 または既存委員会の活用を規定するなど、貿易協定の労働条項

の大半が社会的パートナーの何らかの役割を想定しています。制裁規定を伴わない協定はしばしば、労使を含む市

民社会の行動主体が労働条項の適用に関して意見を提供することを許しています。 

 

貿易協定における労働条項の実際的な運用に関し、何らかの確定的な結論を導くことは時期尚早に過ぎるように

見えますが、1994年の北米自由貿易協定(NAFTA）に結びついた北米労働協力協定(NAALC）の状況などから見て、

苦情申し立てに基づく労働条項の適用は影響が限られるように見え、   一般に当事者は予定されている仕組みを十

分に活用することに躊躇しています。一方で米国やカナダの貿易協定に基づいて実施されている協力活動など、貿易

協定に含まれる労働条項に基づく協力活動ははるかに有意義な役割と影響力を有するように見えます。 

 

ILOは時に、加盟国政労使の求めに応じ、労働基準と貿易協定の関係についてのセミナーを開催したり、労働基

準や労働法の実施に関する勧告の監視など技術協力活動に関与したりしています。貿易協定における労働条項に

関する知識基盤を構築し、その影響力に関する調査研究を行い、貿易協定内の労   働条項に関する背景情報と

本文を含むポータルサイトを国際労働基準局のウェブサイト内に開設しています。労働条項の適用に関する紛争解

決へのILOの関与の可能性という問題もあります。実際、実行に際してILOの支援を求める可能性を想定している米

国やカナダ、欧州連合の貿易協定に含まれる数多くの労働条項など、最近の幾つかの協定ははっきりとILOにそのよう

な役割を期待しています。 

 

8.3.労働における基本的な原則及び権利の促進における民間の自主的なイニシアチブの役割 

 

1998年宣言採択後の日々においては、しばしば企業の社会的責任(CSR）の表題の下にまとめることができる民間

の自主的なイニシアチブの増殖が見られました。これはその形態などにおいても多様で、そのようなイニシアチブに対する

評価もばらつく傾向がありますが、多くが労働における基本的な原則及び権利の促進をその目的の一つとして規定し

ています。 

 

国際労働基準の尊重など、ILOの活動手段は国家が自主的に引き受けた義務に根ざしているため、CSRが対象

とする事項に関する国と民間主体のそれぞれの責任やこの点でのILOの介入方法など、CSRの急成長によってILOは

様々な新しい問題にぶつかることになりました。明確なことは、CSRは何らかの行動主体を、国内法制を尊重する義

務から免除するものではなく、労働における基本的な原則及び権利に拘束される上での行動様式の最低基準を決

定するのは民間の行動主体ではなく、ILOであるということです。CSRの付加価値は、例えば、労働における基本的な

原則及び権利の遵守を求め ないか確保していない国で営業している企業が自主的にこの原則及び権利を尊重する



 

よう行動する場合 やこの原則及び権利の義務を満たしている国で営業する企業が最低限求められている行動基準

を越えて活動している場合など、民間の行動主体が国内の法・慣行やILOの基準の要件の上を行く場合に生まれま

す。 

 

CSRイニシアチブに対しては様々な視点から懸念が表明されてきました。これには、CSRの増殖が適切な公の規制

の目標を損なうような形であるいは適切な労使関係プロセスの基礎となっている権利や原則を損なってそれに き換わ

るような形で、正しくは国の義務であることを遂行する口実を民間のイニシアチブに与えるかもしれないことへのと や実

質的な内容を伴わない一方的な趣意宣言に過ぎないとの特定のイニシアチブに対する批判などが含まれます。実際、

労働における基本的な原則及び権利を含む人権、環境、汚職防止の分野の10原則を引き受けて国連のグローバ

ル・コンパクトに参加した企業の中で4分の1に相当する2問000社以上がそのために講じた行動を記した報告書を提

出しなかったために除名されています。 

 

人権に関わる民間行動主体と国家のそれぞれの役割に関する多国間システムでの検討における重要な展開とし

て、2011年6月に国連人権理事会でビジネスと人権に関する指導原則への支持が確認されたことを挙げることができ

ます。理事会はまた指導原則を促進し、ILOを含む関連行動主体との定期的な対話を育むため、人権と多国籍企

業その他の企業の問題に関する作業グループを設 することも決定しました。作業グループの指導の下、指導原則の

実行上の課題や動向について話し合う企業と人権フォーラムも設けられました。 

 

この分野におけるILOの関与は、1977年に採択され、最も新しくは2000年に改正された「多国籍企業及び社会政

策の原則に関する三者宣言」から導かれます。この宣言はOECDの多国籍企業行動指針と同様に拘束力はないも

のの企業自身による自主的な責任の引き受けではなく、多国籍企業の行動に関して国際社会が期待しているものを

表現しています。現在、ILOは労働基準に責任を持つパートナー機関としてグローバル・コンパクトにおいて積極的な役

割を演じており、また、2005年には国際標準化機構(ISO）の26000「社会的責任に関する手引き」の規格が国際労

働基準に対応し、補足的となることを確保する目的でISOと覚書を締結しました。持続可能性に関する包括的な報

告のための枠組みを提供するNGOであるグローバル・リポーティング・イニシアチブ(GRI）の場合、労働における基本的

な原則及び権利の侵害の危険性を明らかにするためにILOの基準適用監視機構の報告書に外拠することが奨励さ

れています。ILOはまた、2009年に開始した企業向け国際労働基準ヘルプデスクや労働における基本的な原則及び

権利に関する企業向けオンラインセミナー、ビジネススクール向けの研修モジュールの開発など、企業向けに多様なサ

ービスを提供しています。 

 

8.4.国際的な労使関係と労働における基本的な原則及び権利の促進 

 

国境を越えた企業・経済活動が増大する中、国境を越えた労使関係の新たな構造や仕組みが誕生して   います。

グローバル・ユニオン組織など、活動部門ごとに労働者を代表する国際的及び地域的な労働組合組織に加え、国

際的な労働組合連合や欧州労使協議会、世界労使協議会を通じて国境を越えた従業員代表の仕組みが確保さ

れています。最低水準の労働基準及び慣行を促進し、特定の多国籍企業の世界的 な事業運営において共通の

労使関係の枠組みを編成するためにグローバル・ユニオン組織と多国籍企業の間で交渉される国際枠組み協約も増

えています。協約の内容は様々であるものの、すべてが労働における基本的な原則及び権利に言及し、その4分野す

べてが強調されています。 

 

IX.労働における基本的な原則及び権利の実現に向けて 

 

労働における基本的な原則及び権利の一つの分野の侵害は他の分野の尊重・実現に悪影響を与えます。これは

労働者が結社の自由を行使し、団体交渉に従事できない場合に特にそう言えます。強制労働、差別、児童労働と

いった状況が個人の行動だけで解決できることは滅多にありません。反対にこのような状況によって十分な力が発揮で

きないことは、結社の自由の行使に対する障害となります。 

 

経済研究からは強制労働、児童労働、差別は経済開発の最大の障害となり、貧 の持続に寄与することが確認



 

されています。にもかかわらず、とりわけ短期的には労働における基本的な原則及び権利の尊重が経済効率と競争

力の負担になると論じられることがあり、これは特に結社の自由と団体交渉に関してよく見られます。しかし、外国直接

投資の水準が労働における基本的な原則及び権利の尊重によって肯定的な影響を受ける傾向があるなど、この侵

害は長期的には企業にも社会にも利益をもたらさないことを示す証拠があります。 

 

総会で行われる反復討議の目的は行動を生むことにあります。基準適用総会委員会における議論も反映し、討

議の成果物として、2016年に予定されている次のグローバル・レポートの討議までの2012-16年の期間を対象とする、

労働における基本的な原則及び権利に関する行動計画が採択されることになります。 


